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はじめに 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、死者・行方不明が合わせて約

18,000 人、その殆どが津波によるもので、本市にとっても大変衝撃的でした。本市

も被災地と同様、約 100km に及ぶ長い海岸線を有し、また、南海トラフ上で巨大地

震の発生が危惧される地域であり、他人事ではないと痛感しております。 

平成 26 年 5 月には、愛知県から東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調

査による被害想定が発表され、その後の本市の調査でも、想定死者数の 63％に当た

る約 1,000 人(人口約 65 人に 1 人の割合)が津波による犠牲者とされました。津波

対策は、本市にとって喫緊の最重要課題と言っても過言ではありません。 

そうした中、これまで本市では、『できることから着実に』をスローガンとして、

ソフト対策を中心に、津波避難計画の策定、一時避難場所・津波避難施設の指定、

津波避難看板や道標プロジェクトなどといった避難路の整備や津波避難訓練の実

施を行なうとともに、平成 27 年度から津波避難マウンドの整備を本格的にスター

トさせました。 

また、愛知県では、平成 26 年 11 月に、津波防災地域づくりに関する法律に基づ

く津波浸水想定区域、浸水深を公表し、併せて海岸保全基本計画の改訂も行なわれ、

海岸線における海岸堤防などの整備もスタートしています。 

こうした状況の中で全国的にも先駆けとして、本市では津波災害から市民の生

命・財産及び産業基盤を守り、安心して暮らすことができる魅力あるまちづくりに

ついて、学識経験者、住民代表などによる『田原市津波防災地域づくり推進協議会』

を設置し、本市の津波対策について議論していただき、平成 28 年 5 月、『田原市津

波防災地域づくり推進計画』を策定いたしました。 

今回、計画の策定から 5 年間が経過したことや社会情勢の変化などを踏まえて本

計画を改訂したもので、これにより引き続き、市民の自助、地域の共助、そして公

助の役割分担と連携により、官民挙げて将来につながる津波対策を推進してまいり

ますので、ご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

令和 3 年 6 月 

 

 

 

田原市長 山下 政良    
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第１章 計画策定の目的 

 

1-1 計画の必要性と目的 
田原市における津波対策は、平成 24 年度に地震・津波防災戦略（緊急地震・津波

対策 5 箇年計画）を策定し、各種施策を実施してきたが、「なんとしても人命を守る」

という観点から、各種施策の内容をより詳細に調査し、津波防災地域づくりに関する

法律（平成 23 年法律第 123 号。以下「津波防災地域づくり法」という。）第 10 条に

定める津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画（ 以下「推進計画」とい

う。）に位置付けることにより、関係管理者等との連携、適切な役割分担の下、地域

の特性に応じた津波対策を推進し、津波災害に強いまちづくりを進めていく必要があ

る。 

 本計画は、国が示した「津波防災地域づくりの推進に関する基本的な指針」に基づ

き、津波による災害を防止、又は軽減する効果が高く、将来にわたって安心して暮ら

すことのできる安全な地域の整備等を総合的に推進することを目的とする。 
 

1-2 目指すべき目標 
 最大クラスの津波（以下「L2 津波」という。）から市民の生命、身体及び財産の保

護を図るため、考えられるあらゆる手段や手法、仕組みづくり等の対策を講じること

により、津波災害に強く、将来にわたって安心して暮らすことのできるまちづくりを

目標として掲げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画目標 

津波災害に強く、将来にわたり安心して暮らせるまちづくり 

出典：「津波防災地域づくりパンフレット（H26.3 作成）国土交通省」 

図 1-1 いのちを守る津波防災地域づくりのイメージ 
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1-3 計画の位置付け 
 津波防災地域づくり法第 10 条において、「市町村は、基本指針に基づき、かつ、津

波浸水想定を踏まえ、単独で又は共同して、当該市町村の区域内について、推進計画

を作成することができる。」とされている。 

 計画の策定にあたり、上位計画である愛知県・田原市の地域防災計画、改定版田原

市都市計画マスタープラン、第 3 次あいち地震対策アクションプラン、田原市地震・

津波防災戦略（緊急地震・津波対策 5 箇年計画）等の防災関連施策との整合を図り、

また、南海トラフ巨大地震中部ブロック地域対策計画や海岸保全基本計画等の国・県

の関連計画との整合を図ることとする。 

国土強靱化基本計画

地震・津波災害に強い

まちづくりガイドライン

防災基本計画

中部圏広域地方計画

中部圏地震防災

基本戦略

津波防災地域づくりの
推進に関する基本的な

指針

南海トラフ巨大地震
中部ブロック

地域対策計画

南海トラフ地震防災

対策推進基本計画

国 県 田原市

愛知県津波浸水想定

愛知県地域強靱化
計画

愛知県地域防災計画

あいちビジョン2020

都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針

（都市計画区域
マスタープラン）

第3次あいち地震対策
アクションプラン

田原市国土強靱化

地域計画

田原市地域防災計画

改定版第1次

田原市総合計画

改定版田原市都市

計画マスタープラン

地震・津波防災戦略
「緊急地震・津波対策

5箇年計画」
（アクションプラン）

田原市
津波防災

地域づくり
推進計画

遠州灘沿岸

海岸保全基本計画

三河湾・伊勢湾沿岸

海岸保全基本計画

整合 整合 整合

整合

【H28.5 計画廃止】

 
 

 

  

図 1-2 本計画と関連計画の関係 
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1-4 推進計画の策定体制 
 津波防災地域づくり法第 11 条において、「推進計画を作成しようとする市町村は、

推進計画の作成に関する協議及び推進計画の実施に係る連絡調整を行うための協議

会（以下「推進協議会」という。）を組織することができる。」とされている。 

本市においても平成 27 年 8 月に推進協議会を設置し、津波防災地域づくりに関す

る脆弱性の評価、評価結果に基づく課題を整理し、全 4 回の推進協議会において推進

計画の基本方針や具体的な施策の検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-5 計画期間の考え方 
推進計画の期間については、「田原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」と合わせ、

人口ビジョンの目標年次である 2040 年（令和 22 年）までの期間を長期の目標年次と

し、また、短期の目標年次を 5 年後の 2020 年（令和 2 年）、中期の目標年次を 10 年

後の 2025 年（令和 7 年）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中期の目標年次 

長期の目標年次 

図 1-3 田原市津波防災地域づくり推進計画策定体制 

短期の目標年次 2025 年 

2020 年 

令和 7 年 

令和 2 年 

図 1-4 計画期間のイメージ 

平成 28 年 
2016 年 

2040 年 
令和 22 年 
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1-6 対象津波（最大クラス）の設定 
愛知県は、愛知県沿岸に L2 津波をもたらすと想定される津波断層モデルとして、

内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」公表（平成 24 年 8 月）の 11 モデルの

うち、愛知県への影響が大きいと想定される 5 つのケースを選定し、津波シミュレー

ション結果を重ね合わせ、最大となる浸水想定区域、最大となる浸水深を抽出し、平

成 26 年 11 月に愛知県津波浸水想定を公表した。 

本計画の対象津波は、愛知県津波浸水想定により示された L2 津波とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会（平成24年 8月29 日公表資料より抜粋）」 

図 1-5 想定震源断層域 

地震の規模 
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1-7 推進計画の区域 
津波防災地域づくり法に基づき、愛知県知事が平成 26 年 11 月 26 日に公表した L2

津波が発生した場合に想定される浸水区域の面積は、本市において 3,138ha であり、

市域の広範囲（約 16.4％）が浸水する予想となっている。地震対策と一体となって取

り組む津波対策の施策においては、津波浸水想定区域外で行われる事業もあることか

ら、本計画の区域は市全域として設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

浸水面積 3,138ha 

出典：愛知県津波浸水想定（平成 26年11月26日公表） 

図 1-6 田原市の津波浸水想定 

愛知県知事は、令和元年 7 月 30 日、津波防災地域づくり法に基づき、津波

災害警戒区域を指定、基準水位を公示した。 

本区域は津波浸水想定と同じ区域で、本市の津波災害警戒区域の面積も

3,138ha となっている。 

 

図 1-7 基準水位のイメージ 
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第２章 地域特性及び被害想定 

 

2-1 田原市の地域特性 
●位置等 

 本市は、愛知県の最南端に位置し、東西約 30km、

南北約 10km と細長く、行政面積は 191.11k ㎡（県

内 7 番目）で、北は風光明媚な三河湾、南は勇壮

な太平洋、西は三重県伊勢志摩を望む伊勢湾と三

方を海に囲まれ、東側を中核市である豊橋市と接

する渥美半島のほぼ全域が市域となっている。 

また、本市は国土の大動脈である太平洋新国土

軸構想上にあり、三遠南信地域（愛知県東三河、

静岡県遠州、長野県南信州地域）に属している。 

 

●自然 

 三河湾国定公園、渥美半島県立自然公園に指定され、海と山に囲まれた美しい自然

環境を有しており、中でも蔵王山、赤羽根海岸の弥八島（太平洋ロングビーチ）、日

出の石門、伊良湖岬等は、大勢の観光客が訪れる景勝地である。また、サーフィンの

世界大会が開催されるなど、サーフポイントが数多くあり、全国から多くのサーファ

ーが訪れている。 

 海岸線の延長は約 100km にも及び、南側の遠州灘沿岸では、中央から東にかけて海

抜 20m から 67m までの断崖が連なり、西端の伊良湖岬にかけて海抜数メートルと低く

なり、北側の三河湾沿岸では、汐川干潟で知られる田原湾等の海抜ゼロメートル地帯

や、伊勢湾沿岸の西ノ浜には大規模な松林等が存在する多様な海岸線となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：改定版田原市都市計画マスタープラン 

図 2-1 中部圏プロジェクトマップ 

（2020.8） 

海面 

凡 例 

河川 

0-10m 

10-20m 

20-30m 

30-40m 

40-50m 

50-100m 

100-150m

150-200m 

200-250m 

250-300m 

300-350m 

350-400m 

図 2-2 渥美半島の地形 

出典：愛知県ホームページ 
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●人口 

 人口は、平成 22 年時点で 64,119 人が居住

しており、市街化区域には 36.7％にあたる

23,521 人、市街化調整区域には 63.3％にあた

る 40,598 人となっており、市街化調整区域に

約 3 分の 2 の市民が暮らしていることが特徴

である。また、津波浸水想定区域内には、

32.0％にあたる 20,813 人が居住している（平

成 26 年 3 月 31 日時点）。 

また、外国人登録者数は、平成 27 年 3 月

31 日時点において 1,281 人であり、その約 6

割が中国人となっている。 

本市の人口は、図 2-4 のとおり、これまで緩やかな増加傾向にあったが、2005 年（平

成 17 年）から 2010 年（平成 22 年）にかけて減少に転じている。また、平成 22 年時

点の老年人口（65 歳以上）の割合は 22.2％であり、2040 年（令和 22 年）の割合は

35.4％になり（改定版田原市都市計画マスタープランの将来人口推計をもとに推計）、

高齢者単独世帯も増加することが予想されるため、人口減少、超高齢社会の到来を見

据えた対策が重要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-4 人口の推移 

図 2-3 区域別人口 
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また、定住人口は、図 2-5 のとおり、2025 年（令和 7 年）において 61,000 人を維

持し、2040 年（令和 22 年）に 60,000 人以上を目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●産業 

 農業は、昭和 43 年の豊川用水の全面通水により長年にわたる水不足を克服した結

果、飛躍的な発展を遂げ、農業産出額は全国上位となっている。特に電照菊・ガーベ

ラ等の花き、メロンやキャベツ・ブロッコリー・トマト等の野菜、肉用牛・豚・養鶏

等を中心に、いずれも収益性の高い農業が営まれている。 

 工業は、昭和 39 年の東三河工業整備特別地域の指定後、昭和 42 年から臨海工業用

地の埋立て造成が進められ、輸送機械製造業を中心に 70 社余りの企業が立地し、日

本一のものづくり県「愛知」の中で第 3 位の製造品出荷額等（2 兆 152 億円（平成 27

年工業統計調査））を誇り、世界屈指の自動車港湾「三河港」の一翼を担っている。 

 観光は、海・山の自然、歴史資源等の観光資源が数多く分布しており、市内観光地

点等入込客数は年間 298 万人（平成 27 年）に達している。 

 このような特性を活かし、三河港臨海部の飛躍的な進展とあわせ、温暖な気候と美

しい自然環境を活用した農・工・商の調和のとれた「うるおいと活力のあるガーデン

シティ」を目指したまちづくりを進めている。 

 

  

図 2-5 人口の将来展望 

出典：改定版田原市人口ビジョン 2020⇒2040 

社 人 研 推 計 ： 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が将来の人口を推計。（2018） 

田原市の将来人口（展望）：出生率は、社人研推計準拠をベースに、合計特殊出生率が上昇した場

合のシミュレーション。合計特殊出生率は、2015～2024 年 1.66、2025

～2039 年 1.8、2040 年 2.07。 

人口移動は、2040 年時点で 60,000 人程度の維持に必要な移動数を

独自に設定。 

※国から提供された「人口動向分析・将来人口推計のためのワークシート」に基づき算定 

※社人研：国立社会保障・人口問題研究所 
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●土地利用・交通 

 本市は、全域が都市計画区域内にあり、津波浸水想定の沿岸部には、都市的機能が

集中する田原市街地、伊良湖岬、恋路ヶ浜、道の駅あかばねロコステーション、伊良

湖シーサイドゴルフ倶楽部等の観光地、農漁村集落といった利用形態となっている。 

 一方、半島先端部を中心に優良な農地が広がっている。 

 また、今後、浜松三ヶ日・豊橋道路（仮称）、渥美半島道路、三遠伊勢連絡道路、

三河湾口道路、渥美半島縦貫道路等の整備と既存の国道 259 号、国道 42 号等との幹

線道路ネットワーク化により、災害時だけでなく、物流・救命・交流が大きく改善す

ることが期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 中部ブロック広域道路ネットワーク計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新広域道路交通計画 中部ブロック版（令和3年3月 国土交通省中部地方整備局） 
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表 2-1 田原市の概要 

  

位置 愛知県南端渥美半島のほぼ全域 

行政面積 191.11k ㎡(東西約 30km 南北約 10km)(R3.1.1) 

市街化区域 人口比率 36.7%、面積比率 9.0%  

市街化調整区域 人口比率 63.3%、面積比率 91.0% 

海岸線延長 97.1km 

海抜 -1.2ｍ～327.9ｍ(市域の 1/4 が海抜 5m 未満の土地) 

人口 62,364 人(H27 国調) 

外国人人口 1,281 人(H27.3.31) 

世帯数 21,640 世帯(H27 国調) 

1 世帯当りの世帯人員 3.03 人(S50:4.55 人、H2:3.72 人) 

昼間人口 68,074 人(H27 国調) 

夜間人口 62,364 人(H27 国調) 

高齢化率 25.6% (H27 国調) 

65 歳以上単独世帯数 2,827 世帯(独居:1,367 世帯、複数:1,460 世帯/H26.4.1) 

要支援・要介護認定者数 2,282 人(H27.3.31) 

障害者手帳等所持者数 2,655 人(H27.3.31) 

観光地点等入込客数 298 万人(H27) 

農業産出額 8,204 千万円(全国 1 位、H27 農林水産省「市町村別農業産出額（推計）) 

製造品出荷額等 2 兆 152 億円 (H27 工業統計調査) 

従業者数（市内の工業） 13,894 人(H27 工業統計調査) 

出典：田原市防災局防災対策課調べ 
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2-2 地震・津波による被害想定【R2-3改訂で見直しは行っていない。】 
●過去の津波災害 

 渥美半島は、古文書や地域の言い伝え等によると、過去に甚大な地震・津波被害を

受けている。その地震のほとんどは、遠州灘を震源とするプレート境界型地震（海溝

型地震）であり、太平洋側において最大 10ｍの津波が発生し、河川を遡上するなど、

内陸の集落にまで浸水する被害を受けている。津波により砂浜が広く欠損したことを

記録した西堀切村絵図、住民自らが津波除けの堤防を貝やかきの殻を積み上げて築い

た「かいがらぼた」等が残っている。 

 特に、南海トラフで発生する地震は100年から150年間隔で繰り返し発生しており、

今後 30 年以内の地震発生確率は、M8～9 クラスで 70～80％と予想されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2 過去の地震災害 
名称 年月日 震度 津波の高さ（m） 市内の主な被害 

宝永地震 宝永4年10月4日 

（1707.10.28） 

6～7 田原  4～ 5 田原領家屋全壊1,400棟、半壊150棟 

野田郷全壊129棟、半壊86棟 

汐川の堤防崩壊、海新田の堤防破壊 

安政東海 

地震 

安政元年11月4日 

（1854.12.23） 

6 田原  3～ 4 

赤羽根 6～10 

渥美  3～ 4 

田原家屋倒壊多し 

田原城中の住居残らず大破 

田原城大破 

津波により、橋・堤に損傷 

昭和東南海

地震 

昭和19年12月7日 

（1944） 

5～6 0.5 旧田原町で死者2名、負傷者1名、全壊55棟、 

半壊224棟 

旧赤羽根村で死者3名、全壊62棟、半壊214棟 

旧野田村で全壊23棟、半壊60棟 

旧福江町で死者1名、負傷者1名、全壊155棟、

半壊336棟 

旧泉村で負傷者1名、全壊45棟、半壊12棟 

田地や埋立地で泥水噴出 

出典：「愛知県東三河地域における地震による津波の歴史 東三河地域防災協議会」平成 26年2月（一部修正）より 

図 2-7 過去地震による津波被害地浸水想定区域と津波の最大波高図 

出典：田原市防災局防災対策課調べ 
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●被害予測 

 本市は、現在、発生が心配される東海地震の地震防災強化地域、南海トラフ地震の

防災対策推進地域及び津波避難対策特別強化地域に指定されており、更に、平成 27

年 6 月に本市が公表した田原市南海トラフ地震被害予測調査結果によると、南海トラ

フ地震に伴い発生する L2 津波は、遠州灘沿岸で最大津波高は 21ｍ、津波高 30cm の津

波到達時間は最短6分、浸水想定区域は市全域191.11k㎡のうち約16.4％の3,138ha、

津波による死者数は 988 人と想定されている。 

 図 2-8 は、平成 27 年 6 月公表の田原市南海トラフ地震被害予測結果であり、平成

26 年 5 月に愛知県が公表した愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査

結果を詳細に調査したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-8 「理論上最大モデル」（L2）の田原市の被害予測結果 
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 また、図 2-9 は、平成 26 年 5 月に愛知県が公表した愛知県東海地震・東南海地震・

南海地震等被害予測調査結果の一部で、「過去地震最大モデル」（L1）の本市の被害予

測結果である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-9 「過去地震最大モデル」（L1）の田原市の被害予測結果 
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参考：津波浸水想定の考え方 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による甚大な津波被害を受け、内閣府中央

防災会議専門調査会では、新たな津波対策の考え方を平成 23 年 9 月 28 日（東北地方太平

洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告）に示し、この中で、今後の

津波対策を構築するにあたっては、基本的に二つのレベルの津波を考える必要があるとされ

ている。 

 一つは、海岸堤防等の構造物によって津波の内陸への浸入を防ぐ海岸保全施設等の建設を

行う上で想定する L1 津波で、比較的発生頻度が高く、大きな被害をもたらす津波であり、

もう一つは、住民避難を柱とした総合的防災対策を構築する上で想定する L2 津波で、発生

頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす津波である。 

 愛知県における津波浸水想定の設定にあたっては、「愛知県東海地震・東南海地震・南海地

震等被害予測調査検討委員会」における検討結果をもとに学識者からなる「愛知県海岸保全基

本計画検討委員会技術部会」において、科学的・客観的な観点から意見をいただき設定した。 

 

 
出典：愛知県発表資料（平成26年11月 26日公表） 
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2-3 これまでの津波対策 
●これまでの地震・津波対策 

 これまで本市では、東海地震の地震防災強化地域の指定後、耐震対策や自主防災会

の育成強化に努めてきた。 

 特に東日本大震災以降、津波の浸水が想定される地域では、自主防災会が主体とな

り、一時避難場所・避難ルートの設定、地区避難マップの作成を始め、津波避難訓練

の実施や、また、臨海部企業においても帰宅支援ルートマップを参考に、従業員によ

る津波避難訓練を実施するなど、避難対策の強化に努めている。 

 また、海岸付近には赤色回転灯付き防災行政無線屋外子局を整備し、津波襲来等に

は、サイレン吹鳴、回転灯の点灯により避難の周知を図ってきた。 

 しかし、津波到達までに避難が困難な地域が存在することや、土地勘のない多くの

観光客が訪れることから、誰もがより確実に避難できる整備を行っていく必要がある。 

 本市では、東日本大震災を契機に、最大クラスの地震・津波を想定した防災対策と

して、地震・津波防災戦略「緊急地震・津波対策5箇年計画（アクションプラン）」（H25.3）

を策定し、地震・津波対策の強化を図ってきた。（H28.5「田原市津波防災地域づくり

推進計画」の策定により計画廃止） 

 

表 2-3 これまでの地震・津波対策の検討経緯 

名 称 時期 内容等 

田原市東海・東南海・南海

地震の地震被害想定調査 
H24.2 

中央防災会議（2003）による東海地震・東南海地震・南海地震同時発

生を想定地震とした地震被害想定調査の実施 

田原市地震・津波対策戦略

ワーキング 

 ・共通 WG 

H24.6 共通認識と役割分担 

田原市地震・津波対策戦略

ワーキング（計 6 回） 

 ・総務 WG 

H24.6 

～

H25.2 

重点検討項目 

 ・避難体制の確立（情報伝達手段、避難手段・方法） 

 ・避難場所の確保（一時避難場所、避難場所、避難ビル） 

田原市地震・津波対策戦略

ワーキング（計 6 回） 

 ・建設経済 WG 

H24.6 

～

H25.2 

重点検討項目 

 ・海岸保全施設の整備促進（防波堤、防潮堤、水こう門等） 

田原市地震・津波対策戦略

ワーキング（計 6 回） 

 ・福祉教育 WG 

H24.7 

～

H25.2 

重点検討項目 

 ・避難体制の確立（避難手段・方法） 

 ・災害時要援護者対策（要援護者支援システム・個別計画、施設 

改修） 

田原市地震・津波対策戦略

ワーキング 

 ・全体 WG 

H25.2 
地震・津波防災戦略（緊急地震・津波対策 5 箇年計画（アクション 

プラン））（案） 
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【課題】 

○避難路、避難場所（高台・施設）の整備 

○児童生徒の避難と防災教育の徹底 

○要配慮者支援体制の一層の推進 

○避難手段や仕組みづくり 

○海岸保全施設等の嵩上げ、耐震化の整備促進 

○陸閘、樋門等の機能強化 

○臨海部従業員等の帰宅困難者対策 

○臨海部への津波防護機能の整備促進等 
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津波対策の推進 

迅速・確実・安全な避難体制の 

確立 

避難看板の設置 

海抜標示板の設置 

津波避難看板等の設置（『道標』プロジェクト） 

津波避難施設の指定 

保育園児・小中学生の避難対策の推進 

防災マップ及び外国語版防災マップの作成 

防災行政無線の整備 

防災カメラの設置 

避難路等の整備（市道） 

安全・安心な避難場所・避難所 

施設の確保 

ソーラー式照明灯の整備 

医療救護所備品等の整備 

避難所備品等の整備 

防災公園の整備 

災害時要配慮者対策の推進 

福祉避難所の整備 

福祉避難所への人員及び福祉用具の調達協力に関する協定の締結 

避難行動要支援者台帳登録システムの導入 

避難行動要支援者支援計画及び個別計画の策定 

人にやさしい住宅リフォーム事業の拡充 

小中学校再編に伴う学校の高台移転 

帰宅困難者対策の推進 
帰宅支援ルートマップの作成(帰宅困難者対策) 

田原市企業防災代表幹事会において支援制度の検討 

海岸保全施設等の整備 

土地区画整理事業用地の嵩上げ整備 

海岸堤防の耐震化・嵩上げ整備（県管理施設） 

樋門・陸閘の電動化等の整備（県管理施設） 

耐震対策の推進 

公共施設耐震化の推進 

児童福祉施設の耐震化 

窓ガラス飛散防止対策等の推進 

非構造部材現況調査 

ため池堤防の耐震化の推進 

水道施設の耐震化 

消防拠点施設の整備 

一般住宅等の耐震化の推進 

一般住宅耐震化の支援 

集会所等の耐震化 

啓発活動及び耐震診断ローラー作戦の実施 

簡易耐震対策支援の推進 

災害対策本部機能の 

向上と応急対策の推進 

迅速な初動体制の確立 
庁内ネットワーク機器の移設 

衛星携帯電話の導入 

確実な応急対策、復旧・復興 

対策の推進 

被災者支援システムの導入 

ポンプ場・送水場・排水機場等の機能強化 

排水ポンプ車の整備 

災害時相互応援協定、支援協定等の締結推進 

人材育成・防災教育の 

向上、自主防災組織の 

充実等 

人材育成、防災・減災意識の 

向上 

社会福祉施設の防災訓練の充実 

ボランティア看護師等の育成 

健康に関する防災知識の普及活動の実施 

高齢者の体力維持の推進 

子ども防災教室の実施 

防災キャンプの実施 

ボランティアコーディネーターの養成 

防災意識啓発事業の拡充 

自主防災組織等の充実 

地域コミュニティ団体による防災活動の推進 

自主防災会重点支援地区活動の実施 

自主防災施設等の整備支援 

防災資機材の整備等 

電気自動車及び急速充電器等の導入 

消防車両等の整備更新 

消防団車両の整備更新 

防災関係者のDNA採取保管 

耐震性防火水槽の整備 

表 2-4 これまでの地震・津波対策（地震・津波防災戦略「緊急地震・津波対策5 箇年計画」（アクションプラン）） 
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2-4 地域別の特性と被害予測【R2-3 改訂で見直しは行っていない。】 
 推進計画策定にあたっての留意事項に、都市計画マスタープランと調和することと

なっているため、都市計画マスタープラン上の地域区分に応じて防災上の特性と被害

予測を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③渥美地域 

 本市西部の表浜・内海に面する

地域（和地、堀切、伊良湖、亀山、

中山、福江、清田、泉の 8 地区） 

①田原地域 

 田原市街化区域を中心とした

地域（六連、神戸、大草、田原東

部、田原南部、童浦、田原中部、

衣笠、野田の 9 地区） 

②赤羽根地域 

 本市中央部の表浜に面する地域

（高松、赤羽根、若戸の 3 地区） 

図 2-10 改定版田原市都市計画マスタープランの地域別構想における地域の区分 
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①田原地域 

 田原地域は、市域東部に位置し、9 つの地区（六連、神戸、大草、田原東部、田原

南部、童浦、田原中部、衣笠、野田）からなり、市全体の人口の約 6 割の市民が居住

している。 

 本地域の東部には、豊橋鉄道渥美線の始発駅周辺を中心に市街地が形成され、商

業・業務、医療・福祉、文化、教育機能等の主要な都市機能が集積している。また、

本地域の北部の臨海部は、県内屈指の産業集積地を擁している。 

 防災上の特性と被害予測については、図 2-12 で特性と被害予測を、図 2-13 から図

2-15 で建物被害・人的被害と要配慮者数を、図 2-16 で浸水想定区域内にある主な施

設を、図 2-17 から図 2-19 で想定される被害状況等をそれぞれ示した。 

 この地域は、津波による建物・人的被害ともに比較的少ない被害予測となっている

が、県内でも屈指の臨海工業地域や鉄道路線が存在しており、道路や鉄道の寸断によ

り、多数の帰宅困難者が発生することが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-11 田原地域の特性と被害予測 
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図 2-12 田原地域の建物被害・人的被害と要配慮者数 

図 2-13 田原地域の建物被害・人的被害と要配慮者数 
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図 2-15 浸水想定区域内にある主な施設と想定される被害状況等（田原地域） 

図 2-14 田原地域の建物被害・人的被害と要配慮者数 
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図 2-16 想定される被害状況等（童浦・田原東部） 

図 2-17 想定される被害状況等（田原中部・神戸） 
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図 2-18 想定される被害状況等（野田・遠州灘沿岸） 
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②赤羽根地域 

 赤羽根地域は、市域中央部の遠州灘に面し、3 つの地区（高松、赤羽根、若戸）か

らなり、市全体の人口の約 1 割の市民が居住している。 

 本地域は、サーファーが多く集まる太平洋ロングビーチ、道の駅あかばねロコステ

ーションや弥八島等、多くの観光・交流資源を有している。 

 防災上の特性と被害予測については、図 2-20 で特性と被害予測を、図 2-21 で建物

被害・人的被害と要配慮者数を、図 2-22 で浸水想定区域内にある主な施設を、図 2-23

で想定される被害状況等をそれぞれ示した。 

 この地域は、津波による浸水被害が赤羽根漁港付近及び池尻町の一部で想定されて

おり、また、サーファーや釣り客等レジャーを楽しむ人が多く訪れる地域であること

から、被害が拡大するおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-19 赤羽根地域の特性と被害予測 

・ 農業は花きなど施設園芸の比率が高い地域となって 
い る。 

・ 太平洋に面した漁港や文化財などに恵まれている。 
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図 2-20 赤羽根地域の建物被害・人的被害と要配慮者数 

図 2-21 浸水想定区域内にある主な施設（赤羽根地域） 
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図 2-22 想定される被害状況等（赤羽根漁港周辺） 
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③渥美地域 

 渥美地域は、市域西部に位置し、8 つの地区（和地、堀切、伊良湖、亀山、中山、

福江、清田、泉）からなり、市全体の人口の約 3 割の市民が居住している。 

 本地域は、恋路ヶ浜、日出の石門といった風光明媚な景勝地を有していることから、

多くの観光客が訪れる地域でもある。 

 防災上の特性と被害予測については、図 2-24 で特性と被害予測を、図 2-25 から図

2-26 で建物被害・人的被害と要配慮者数を、図 2-27 で浸水想定区域内にある主な施

設を、図 2-28 から図 2-33 で想定される被害状況等をそれぞれ示した。 

 本地域は、三方を海に囲まれている特性上、津波による大きな被害が危惧されてお

り、特に遠州灘に面する伊良湖・堀切地区等は、津波防護機能を有する海岸保全施設

が無く、津波による建物・人的被害とも市内で最も厳しい被害予測となっている。 

 また、内海に面する地域においても建物・人的被害ともに厳しい被害予測となって

おり、さらに、小中山地区には火力発電所があり、津波遡上により石油パイプライン

が破損し、着火した場合は、火災等が発生するおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-23 渥美地域の特性と被害予測 

・ 農業は露地栽培・施設園芸ともに比較的大規模な経営がなされている。 
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図 2-24 渥美地域の建物被害・人的被害と要配慮者数 

図 2-25 渥美地域の建物被害・人的被害と要配慮者数 
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図 2-26 浸水想定区域内にある主な施設（渥美地域） 

図 2-27 想定される被害状況等（川尻） 
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図 2-29 想定される被害状況等（伊良湖） 

図 2-28 想定される被害状況等（日出・堀切・小塩津） 

旧伊良湖

岬中学校  
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図 2-30 想定される被害状況等（亀山・中山） 

図 2-31 想定される被害状況等（中山・福江） 
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図 2-32 想定される被害状況等（清田・泉） 

旧泉中学校 
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第３章 脆弱性の評価及び課題 

 

3-1 地域の脆弱性の評価【R2-3 改訂で見直しは行っていない。】 

 脆弱性の評価については、平成 26 年度に本市が行った被害予測調査や、都市計画

基礎調査、津波浸水想定区域、浸水深等のデータを GIS（地理情報システム）に取り

込み、それぞれを組み合わせて脆弱な部分を抽出し、分析・評価を行った。 

 

表 3-1 脆弱性の評価項目 

大項目 小項目 脆弱性の内容 

1 避難の困難性 

(1-1) 避難困難地域 

（1-1-1） 津波避難施設の利用可否 

（1-1-2） 避難路の寸断箇所 

（1-1-3） 津波到達時間までに避難できない地域 

(1-2) 要配慮者利用施設の浸水 （1-2-1） 浸水想定区域内の要配慮者利用施設の避難方法 

(1-3) 避難誘導が必要な集客施設等 （1-3-1） 浸水想定区域内の集客施設等の避難方法 

(1-4) 情報伝達不可能区域 （1-4-1） 防災行政無線等の伝達不可能区域 

2 建物被災の危険性 
(2-1) 津波浸水による建物被災 （2-1-1） 浸水想定区域内の建物棟数 

(2-2) 揺れや火災による建物被災 （2-2-1） 全壊・焼失棟数 

3 産業被災の危険性 (3-1) 浸水による産業被災 （3-1-1） 津波浸水による産業被災状況 

4 応急・復旧活動の 

困難性 

(4-1) 支援活動の困難 （4-1-1） 緊急輸送道路等の被災状況 

(4-2) 被災建物等による災害廃棄物 

等の発生 
（4-2-1） 瓦礫の発生量 

(4-3) ライフラインの途絶 （4-3-1） ライフラインの途絶地域 

(4-4) 地域の孤立 （4-4-1） 被災後孤立する地域 
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１ 避難の困難性【R2-3 改訂で見直しは行っていない。】 
(1-1) 避難困難地域 

 津波到達時間までに浸水想定区域から安全な場所に避難することが困難な地域を

抽出するため、津波避難施設の利用可否の判断（1-1-1）、避難路の寸断箇所の抽出

（1-1-2）、津波到達時間までに避難可能な地域の抽出（1-1-3）を行い、それらの結

果を踏まえて避難困難地域を抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 避難困難地域の抽出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 避難路の寸断箇所の抽出 
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図 3-3 津波到達時間までに避難可能な地域の抽出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 避難困難地域の抽出結果 
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図 3-5 避難困難地域の評価（田原・吉胡地区、豊島・谷熊地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 避難困難地域の評価（池尻・若見地区） 
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図 3-7 避難困難地域の評価（日出地区、堀切地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 避難困難地域の評価（伊良湖・西山地区） 
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図 3-9 避難困難地域の評価（小中山地区、伊川津・江比間地区） 

 

評価結果 （1-1）避難困難地域 

 避難困難地域は、田原・吉胡地区、豊島・谷熊地区、池尻・若見地区、日出地区、

堀切地区、伊良湖・西山地区、小中山地区、伊川津・江比間地区の沿岸部のそれぞれ

一部の地域にあり、避難困難地域内には 184 世帯、605 人が居住している。 
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 (1-2) 要配慮者利用施設の浸水 

 浸水想定区域内ある要配慮者利用施設を抽出し、逃げ遅れた場合に垂直避難が可能

かを判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 浸水想定区域内の要配慮者利用施設の抽出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 垂直避難が可能な建築物の抽出 
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図 3-12 垂直避難が可能な浸水想定区域内の要配慮者利用施設の抽出結果 

 

評価結果 （1-2）要配慮者利用施設の浸水 

 浸水想定区域内の要配慮者利用施設は 20 施設あり、そのうち避難困難地域内には 2

施設ある。 

 浸水想定区域内の要配慮者利用施設において、逃げ遅れた場合に垂直避難が可能で

あると判断できた施設は 10 施設であり、残りの 10 施設は垂直避難に適していない施

設であると判断する。 

 この外、要配慮者が浸水想定区域内にある自宅にいたときに被災した場合、自力で

の避難が困難なことから、家族・隣近所の共助や徒歩以外の避難方法等をあらかじめ

考える必要がある。 
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(1-3) 避難誘導が必要な集客施設等 

 浸水想定区域内にある宿泊施設、観光施設等、レジャー施設等の集客施設等を抽出

し、避難の困難性を判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-13 避難誘導が必要な集客施設等の抽出結果 

 

評価結果 （1-3）避難誘導が必要な集客施設等 

 避難誘導が必要な集客施設等は、避難困難地域内に 2 か所あるが、宿泊施設ではな

いことから、被災時には早期避難開始が見込まれる。 

 1 か所はゴルフ場のコースの一部が避難困難地域であり、この場所には要配慮者が

滞在する可能性が低いことから、600m 以上の避難は可能であると考えられる。 

 他の 1 か所は、毎年 1 月上旬から 3 月下旬まで開催される渥美半島菜の花まつりの

メイン会場であるが、避難困難地域は会場の端で来訪者が立ち入らない場所である。 

 

  



- 42 - 

(1-4) 情報伝達不可能区域 

 浸水想定区域と防災行政無線の屋外子局の音達エリアを重ね合わせ、防災行政無線

による情報伝達が不可能な区域を抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 防災行政無線等の伝達不可能区域 

 

評価結果 （1-4）情報伝達不可能区域 

 津波による浸水が想定され、昼夜間に人が滞在する場所においては、音達エリアは

一部を除きカバーできている。（浸水想定区域内で伝達不可能な区域は、音達エリア

から外れた水色の箇所である。） 

 また、沿岸部の防災行政無線子局については、赤色回転灯を装備し、視覚による情

報伝達が可能である。その際の伝達エリアは、音達エリアよりも大きくカバーできる。 

 浸水想定区域内外に関わらず、防災行政無線の音達エリア外の場所では、エリアメ

ール（緊急速報メール）、安心・安全ほっとメール、防災ラジオ等の情報伝達手段を

用い、情報を提供する。 
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２ 建物被災の危険性【R2-3改訂で見直しは行っていない。】 
(2-1) 津波浸水による建物被災 

(2-2) 揺れや火災による建物被災 

 平成 26 年度に本市が行った被害予測調査の結果から、津波浸水や地震動により被

災する建物の状況を把握し、また浸水想定区域内にある火災の拡大のおそれのある農

業用燃料タンクを抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-15 津波浸水、揺れや火災による建物被災の被害予測 
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図 3-16 浸水想定区域内の農業用燃料タンクの状況 

 

評価結果 （2-1）津波浸水による建物被災、（2-2） 揺れや火災による建物被災 

 建物被災については、陸側ケース、東側ケースで被害の分布は違うものの、建物被

害の総数は両ケースとも約 12,000 棟という大きな被害が予測されている。 津波によ

る被害予測は、東側の方が多くの被害がでる結果となり、揺れや火災による被害予測

の総数は、両ケースとも同じような数値となった。 

 また、火災の拡大を招くおそれのある農業用燃料タンクは、1,516 か所であった。 
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３ 産業被災の危険性【R2-3改訂で見直しは行っていない。】 
(3-1) 浸水による産業被災 

 浸水想定区域内にある農地を抽出し農地面積から農業の被害額（参考値）を、被害

が想定される港湾・漁港の状況から漁業・養殖業の被害額（参考値）を、浸水想定区

域内にある商工業の事業所を抽出し売上金額から商業・工業の被害額（参考値）をそ

れぞれ算定し、本市の産業被害額を参考値として算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-17 農業の被害額の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-18 津波浸水による農業被害額（参考値） 
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図 3-19 津波浸水による漁業・養殖業の被害額（参考値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-20 商業・工業の被害額の算定方法 
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図 3-21 津波浸水による商業・工業の被害額（参考値） 

 

評価結果 （3-1）浸水による産業被災 

 農業被害については、浸水想定区域内に多くの農地があり、被害額を算出した結果、

108.6 億円となったが、この額には施設被害等は含まないため参考値とする。 

 漁業・養殖業被害については、耐震岸壁のある三河港の田原公共ふ頭以外の港湾・

漁港は大きな被害が想定され、本市の漁業・養殖業全てに影響があると予想される。

第 61 次東海農林水産統計年報を基に漁業・養殖業の被害額を算出した結果、48.8 億

円となったが、この額には施設被害等は含まないため参考値とする。 

 商業・工業被害については、建物の全壊率が急増する浸水深 2ｍを境に別の手法で

被害額を算出した結果、被害額は 83.3 億円となったが、この額には津波による浸水

が想定されていない臨海部のデータが含まれているため参考値とする。 

 農業・漁業・養殖業・商業・工業の被害額の総計は、240.7 億円（参考値）であっ

た。 
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４ 応急・復旧活動の困難性【R2-3改訂で見直しは行っていない。】 
(4-1) 支援活動の困難 

 平成 26 年度に本市が行った被害予測調査の結果から、緊急輸送道路の地震発生時

の緊急輸送に係る通行支障を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-22 緊急輸送道路等の被害予測 

 

評価結果 （4-1）支援活動の困難 

 緊急輸送道路等の被災状況については、平成 26 年度に本市が行った被害予測調査

の結果から、緊急輸送道路の運行支障想定は、ほとんどがランク A であり、道路閉塞

等が懸念される。  

また、津波による海岸漂流物により、長期間の航路閉鎖も考えられることから、本

市そのものが孤立するおそれがある。  
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(4-2) 被災建物等による災害廃棄物等の発生 

 平成 26 年度に本市が行った被害予測調査の結果から、津波による災害廃棄物発生

量を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-23 津波浸水による災害廃棄物等の発生予測 

 

評価結果 （4-2）被災建物等による災害廃棄物等の発生 

 津波によって発生する瓦礫量を算出した結果、災害廃棄物は 119 千 t、津波堆積物

と合わせた発生量は、886 千 t、体積では最大 801 千㎥であった。 

 また、津波による災害廃棄物の外、震災後には一般廃棄物も排出される。家庭ごみ

については、震災前後でほぼ同じ排出量が想定されるが、家具等の粗大ごみは震災直

後に多く排出されることが想定される。  
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(4-3) ライフラインの途絶 

 平成 26 年度に本市が行った被害予測調査の結果から、津波浸水や地震動により被

災する上下水道、電力、通信、ガスの施設の支障状況等を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-24 上下水道の被害予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-25 電力・通信の被害予測 
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図 3-26 ガスの被害予測 

 

評価結果 （4-3）ライフラインの途絶 

 今回予想された被害では、上水道、下水道、電力、通信、ガス共に市全体で被害が

出る予想となった。  

 特に上水道では、発災後 1 週間の断水人口は 3/4 程度であり、避難生活において、

支障をきたすことが予想される。  

 また、激しい揺れや津波により多数の負傷者が発生することが予想されるが、医療

機関において、断水や停電等により、病院機能が低下するおそれがある。  

 情報通信・交通機能等の遮断・混乱により、復旧活動が妨げられるおそれがある。  
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 (4-4) 地域の孤立 

 浸水想定区域と住宅地を重ね合わせ、浸水等による道路閉塞を勘案し、被災後孤立

する地域を抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-27 孤立地域の抽出結果 

 

評価結果 （4-4）地域の孤立 

 地震動により地盤及び海岸堤防が沈下し、また津波による破堤により、海抜ゼロメ

ートル地帯を中心に低地において長期にわたり湛水が続くことが予想され、発災直後

に高台等へ避難した場合、伊良湖地区、日出地区、堀切地区、西山地区、亀山地区、

小中山地区、中山地区において、孤立することが予想される。  
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3-2 脆弱性の評価結果に基づく課題【R2-3 改訂で見直しは行っていない。】 

 3-1 において地域の脆弱性の評価を行い、その評価結果に基づき、次のとおり課題

を抽出した。 

 

●避難困難地域対策 

 津波浸水想定区域から浸水想定区域外や津波避難場所へ避難することが困難な地

域が存在することから、少しでもその区域が減少するような海岸堤防等の整備が必要

である。L2 津波に対しては、海岸保全施設等や津波防護施設の整備の外、避難等のソ

フト対策が必要となる。また、一時避難場所としての津波避難マウンドや避難路等の

整備も必要である。 

 避難困難地域以外でも浸水想定区域が広域であるため、津波に対する警戒を周知徹

底させていく必要がある。 

 

●要配慮者利用施設の避難対策 

 浸水想定区域内には、要配慮者が利用する施設も存在し、逃げ遅れた際に垂直避難

できない施設もあることから、それぞれの施設の実情に合わせた避難方法を検討し、

津波からの避難手段を確保する必要がある。また、避難が困難な施設の高台移転の支

援についても検討する必要がある。 

 

●避難誘導が必要な集客施設等の避難対策 

 浸水想定区域内には、避難誘導が必要な集客施設等が存在し、避難困難地域にもあ

ることから、避難方法については状況を精査し検討する必要がある。また、避難困難

地域以外でも、土地勘のない来訪者が迅速に避難できるよう、避難誘導等の徹底が必

要である。 

 

●情報伝達不可能区域の対策 

 浸水想定区域内において、防災行政無線の伝達エリア外の地域があるが、緊急速報

メール、安心・安全ほっとメール、防災ラジオ等の情報伝達手段で対応している。防

災ラジオについては、製品の老朽化等が今後心配されることから、代替手段を検討す

る必要がある。 

 また、情報伝達手段の特性を踏まえ、地域や受手側の状況に合った適切な組合せを

検討する必要がある。 

 

●建物等の倒壊対策 

 本市では震度 6 弱～7 が想定されており、建築物やブロック塀等の倒壊、建物内で

は家具や電化製品等の転倒、窓ガラスの飛散等により、迅速な避難行動を取ることが

できないおそれがあるため、建築物の耐震化、ブロック塀の改修・撤去、家具等の転

倒防止等の取組を徹底させていく必要がある。 

 また、浸水想定区域内において、建築物を建て替える際には、宅地の嵩上げや、ピ

ロティ形式の建築形態、土地利用の制限等の対策を検討する必要がある。 

 また、建築物等大規模な倒壊が発生した場合に備え、応急仮設住宅の確保について

検討する必要がある。 

 さらに、津波により農業用燃料タンクが流出した場合、火災の拡大を招くおそれが

あるため、支援策を含め、対策を検討する必要がある。 
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●産業被災の対策 

 津波浸水による産業の被災について、被害の軽減を図るため、浸水防止対策や排水

対策を講じる必要がある。また、被災した事業者への支援策をあらかじめ検討する必

要がある。 

 

●緊急輸送道路等の被災対策 

 道路に隣接する建物の倒壊や津波浸水による道路閉塞や、津波漂流物による航路閉

塞が懸念され、本市から市外への避難や市外からの救助・物資輸送等が滞ることが予

想される。道路については、幹線道路ネットワークの強化を図る必要があり、その強

化に当たっては、環境や平時の利用の点に配慮して、複合整備による津波対策の検討

も進めていく必要がある。また、道路啓開及び航路啓開といった陸海の交通ネットワ

ークの復旧に向けた取組等を検討する必要がある。 

 

●瓦礫対策 

 津波に伴い、災害廃棄物等が大量に発生することが予想されることから、あらかじ

め災害廃棄物等の仮置き場の確保や処理計画を検討する必要がある。 

 

●ライフラインの途絶対策 

 大きな揺れや津波浸水により、市内全域に被害が出るおそれがあるため、施設の耐

震化や施設への浸水防止対策等を検討する必要がある。 

 また、ライフラインが途絶した場合でも地域ぐるみで対応できるよう食料の備蓄や

日頃からの連携強化等に努める必要がある。 

 

●孤立地域対策 

 津波浸水により道路が寸断し、地域の孤立が予想されることから、交通ネットワー

クの強化を図る必要がある。 

 また、孤立した際の迅速な救助のため、救助体制の整備とともに、防災拠点施設の

機能の確保と災害対策本部機能の充実を図る必要がある。 
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3-3 地域別の防災上の特性等からみた課題【今回見直しは行っていない。】 

 都市計画マスタープラン上の地域区分に応じた防災上の特性や被害予測の結果に

基づき、次のとおり課題を抽出した。 

 

①田原地域 
【短期的な課題】 

・来訪者、要配慮者の避難手段の確保が必要 

・住宅地においては、この地域のほとんどが震度6 強以上と想定され

迅速・円滑な避難のために、住宅の耐震化や家具の転倒防止等、地

震の揺れへの対策が必要 

・L1 津波であっても浸水が想定され、人命・財産の保護、地域経済の

保持の観点から、海岸保全施設等の整備や道路整備等複合的な津波

防護の検討が必要 

【中長期的な課題】 

・道路の寸断が予想されることから、交通ネットワークの強化が必要 

 
②赤羽根地域 

【短期的な課題】 

・サーファー・釣り客・観光客、要配慮者の避難手段の確保が必要 

・住宅地においては、この地域のほとんどが震度6 強以上と想定され

迅速・円滑な避難のために、住宅の耐震化や家具の転倒防止等、地

震の揺れへの対策が必要 

・L1 津波であっても浸水が想定され、人命・財産の保護、地域経済の

保持の観点から、海岸保全施設等の整備が必要 

【中長期的な課題】 

・道路の寸断が予想されることから、交通ネットワークの強化が必要 

 

③渥美地域 
【短期的な課題】 

・観光客・釣り客・サーファー、要配慮者の避難手段の確保が必要 

・住宅地においては、この地域のほとんどが震度6強以上と想定され

迅速・円滑な避難のために、住宅の耐震化や家具の転倒防止等、地

震の揺れへの対策が必要 

・避難困難地域に住宅地があり、避難場所の確保が必要 

・L1 津波であっても浸水が想定され、人命・財産の保護、地域経済の

保持の観点から、海岸保全施設等の整備や道路整備等複合的な津波

防護の検討が必要 

【中長期的な課題】 

・道路が寸断し、地域が孤立することが予想されることから、交通ネ

ットワークの強化が必要 
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第４章 基本方針等 

 

4-1 津波防災地域づくり推進計画の基本方針【R2-3改訂で見直しは行っていない。】 
 津波防災地域づくり法第 10 条第 3 項第 1 号の「津波防災地域づくり推進計画の基

本方針」及び 3-2 で示した課題を解決するための施策体系については、次のとおりと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅱ 津波災害に強い都市構造の構築 

Ⅲ 災害に強い組織・人材の育成 

① 建築物等の耐震化の推進 

② 日頃の津波避難訓練や防災教育の実施 

③ 多様な情報収集・伝達手段の確保 

④ 津波避難体制の確立 

基本方針 なんとしても人命を守る 

計画目標 津波災害に強く、将来にわたり安心して暮らせるまちづくり 

図 4-1 田原市津波防災地域づくり推進計画の基本方針 

Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

① 津波浸水被害の軽減                   

② 津波浸水想定区域における施設立地の制限等 

③ 防災拠点施設の機能の確保 

④ 重要幹線（道路）の啓開復旧及び防災機能の強化 

① 地域防災力の強化 

② 災害対策本部・職員体制の強化 

③ 外部支援の積極的受入・活用 

④ 円滑な災害廃棄物等処理体制の構築 

⑤ ライフライン関係機関による早期復旧の確保 

  及び防災機能の強化 

⑥ 津波湛水の早期解消の確保 

⑤ 応急仮設住宅の早期確保 

⑥ 事前復興計画の検討 

⑦ 産業（商工業・農業・水産業）の早期復旧の強化 

⑤ 安全な避難空間の確保 

⑥ 最短でつなぐ、安全な避難路・避難経路の確保 

⑦ 孤立地域等の避難者の救出救護体制の確立 
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 ① 建築物等の耐震化の推進

 ② 日頃の津波避難訓練や防災教育の実施

 ③ 多様な情報収集･伝達手段の確保

 ④ 津波避難体制の確立

 ⑤ 安全な避難空間の確保

 ⑥ 最短でつなぐ、安全な避難路･避難経路の確保

 ⑦ 孤立地域等の避難者の救出救護体制の確立

 ① 津波浸水被害の軽減

 ② 津波浸水想定区域における施設立地の制限等

 ③ 防災拠点施設の機能の確保

 ④ 重要幹線(道路)の啓開復旧及び防災機能の強化

 ⑥ 津波湛水の早期解消の確保

 ① 地域防災力の強化

 ② 災害対策本部･職員体制の強化

 ③ 外部支援の積極的受入･活用

 ④ 円滑な災害廃棄物等処理体制の構築

 ⑤ 応急仮設住宅の早期確保

 ⑥ 事前復興計画の検討

 ⑦ 産業(商工業･農業･水産業)の早期復旧の強化

●避難困難地域対策

●要配慮者利用施設の
　避難対策

●避難誘導が必要な
  集客施設の避難対策

●情報伝達不可能区域
　の対策

●建物等の倒壊対策

●緊急輸送道路の被災
　対策

●瓦礫対策

●ライフラインの途絶対策

●孤立地域対策

Ⅰ 安全で確実な避難の確保

Ⅱ 津波災害に強い都市構造の構築

Ⅲ 災害に強い組織･人材の育成

 ⑤ ライフライン関係機関による早期復旧の確保
     及び防災機能の強化

●産業被災の対策

図 4-2 脆弱性評価結果による課題と施策との相関関係 

脆弱性評価結果による課題 施策体系 
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4-2 土地利用の考え方【R2-3 改訂で見直しは行っていない。】 
 土地利用については、津波浸水想定を踏まえ、地域の土地利用状況や社会情勢の変

化を考慮し、総合計画や都市計画マスタープランで示す将来の都市構造や土地利用の

方針に反映させ、将来にわたり安心して暮らせる地域づくりを進めることとする。 

 また、都市計画マスタープランは、長期的な見通しをもって総合的・一体的なまち

づくりを進めていくための都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 18 条の 2 に定め

られた「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として、目指すべき将来都市像を

定めた上で、その実現に向けたまちづくりについての考え方を明らかにするものであ

り、津波防災地域づくり法第 10 条第 4 項において、「推進計画は、市町村の都市計画

マスタープランとの調和が保たれたものでなければならない。」とされている。 

 本市の都市計画マスタープランでは、都市づくりの理念、将来の都市構造図、地域

のまちづくり方針や防災に関する土地利用の方針が次のように示されている。 
 

（１）都市づくりの理念 

街
まち

と町
まち

をつなぎ 豊かさをつむぐ たはらガーデンシティ 
本市の「街」（市街地）は、すでに比較的コンパクトに形成されている。今後の

都市づくりは、「街」（市街地）と「町」（集落）を効率的につなぐネットワークを

構築するとともに、それぞれの個性を活かすことで活力を創出し、都市の豊かさ

と農村・漁村の豊かさを併せもつガーデンシティを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：改定版田原市都市計画マスタープラン（H28.3） 

図 4-3 将来都市構造図 
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（２）地域のまちづくり方針 

①田原地域の土地利用 

・田原市街地は、本市の中心である都市拠点としてふさわしい都市機能の集積を図 

る。 

・三河田原駅周辺において、新たな商業の集積を図るとともに子育て施設の整備を

図る。 

・市街化区域内の低・未利用地の利用促進を図る。 

・「空き家・空き地バンク」制度の活用等による住宅・宅地の活用を図る。 

・市街化区域に隣接した地域での住宅供給を検討する。 

・臨海市街地は、産業の集積を図るべき拠点として、基盤整備や交通アクセスの改 

善、防災対策等を推進し、企業誘致を積極的に進める。また、日常における生活 

利便施設の誘致を図る。 

・集落については、人口減少を抑制するため、集落内の世帯分離のための住宅地供 

給、田舎暮らしニーズへの対応など、地域の実情に応じた土地利用を図る。 

・農地は地域の特性に合った農業施策を推進し、農地の維持・保全に努める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4-4 田原地域のまちづくり方針図 

サンテパルクたはら 

を活用した 

観光ルート開発 

田原城跡周辺の 

景観形成 

三河田原駅周辺の 
商業等の集積 

子育て環境の充実 

景観形成 

白谷清水地区の特徴的な

風情の景観保全 

サンテパルク地区

の農地景観保全、 
農村集落景観維持、

芦ヶ池の自然景観

形成 

（県）城下田原線の 

防災面に配慮した

整備 

住宅供給の検討 

田原市街地の 
生活利便施設の集積 

居住者・来訪者の駐車場の確保 

渥美半島菜の花浪漫街道の 
総合的な整備 

耐震強化岸壁 

の整備 

▲衣笠山 

▲蔵王山 

（仮）国道 259 号

バイパスの早期 

事業化・整備促進 

谷ノ口公園の整備 

道の駅田原めっくん

はうすの施設の充実 

出典：改定版田原市都市計画マスタープラン（H28.3） 
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 ②赤羽根地域の土地利用 

・赤羽根地域は、太平洋ロングビーチや道の駅あかばねロコステーションなど、観 

光・交流資源が多くあることから、観光・交流と一体的な土地利用を図る。 

・市街地内の低・未利用地の活用を図る。 

・土地区画整理事業を推進し、良好な住宅環境を確保する。 

・「空き家・空き地バンク」制度の活用等による住宅・宅地の活用を図る。 

・サーファーの移住を促進するための土地利用を図る。 

・集落については、人口減少を抑制するため、集落内の世帯分離のための住宅地供 

給、田舎暮らしニーズへの対応など、地域の実情に応じた土地利用を図る。 

・農地は地域の特性に合った農業施策を推進し、農地の維持・保全に努める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：改定版田原市都市計画マスタープラン（H28.3） 

図 4-5 赤羽根地域のまちづくり方針図 

赤羽根市民センター等 
既存施設の有り方の検討 

土地区画整理事業による

良好な住環境の確保 

道の駅あかばねロコステーショ

ンの各種機能の整備・充実 

弥八島周辺の交流拠点整備 

道の駅あかばねロコステーシ
ョンと赤羽根漁港を活用した 
観光・交流施設としての整備 

渥美半島菜の花浪漫

街道の総合的な整備 

太平洋ロングビーチにおける来訪

者に対応した環境整備 

医師の確保 

▲大山 

赤羽根地区の 

農村集落景観の形成 

（仮）国道 259 号バイパス

の早期事業化・整備促進 

津波防護施設等 

の整備促進 

観光居住誘導ゾーン 

観光居住誘導ゾーン 
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③渥美地域の土地利用 

・市街化区域内の低・未利用地の利用促進を図る。 

・市街化区域に隣接した地域の住宅供給を検討する。 

・福江市街地において、新たな賑わいの創出を図るため、再開発などの手法を検討 

する。 

・「空き家・空き地バンク」制度の活用等による住宅・宅地の活用を図る。 

・集落については、人口減少を抑制するため、集落内の世帯分離のための住宅地供 

給、田舎暮らしニーズへの対応など、地域の実情に応じた土地利用を図る。 

・津波被害が想定される区域については、津波に対し十分に考慮した土地利用を図 

る。また長期的な視点から、緩やかな移転誘導を考慮した土地利用を検討する。 

・農地は地域の特性に合った農業施策を推進し、農地の維持・保全に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

伊良湖フラワーパーク

跡地の施設開発の検討 

伊良湖港周辺の 

各種機能の整備・充実 

伊良湖岬地区の 

眺望環境の保全 

堀切地区の 
津波避難マウンド

の整備 

小中山地区の 

津波避難タワー等 

の整備 

海岸保全施設とその近接にあ

る保安林など海水の進入によ
る被害を軽減する効果を有す

る施設との一体的な整備 

渥美半島菜の花浪漫街道の 
総合的な整備 

再開発等による 

賑わいの創出 

福江公園の整備 

漁港の活用、物販・飲

食機能の強化等による

観光・交流機能の強化 

▲大山 

（仮）国道 259 号バイパス

の早期事業化・整備促進 

福江城坂周辺の 

歴史を感じる空間の形成 

観光居住誘導

ゾーン 

出典：改定版田原市都市計画マスタープラン（H28.3）一部修正 

図 4-6 渥美地域のまちづくり方針図 
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（３）防災に関する土地利用の方針 

 東日本大震災など過去の災害から得られた教訓を最大限活用して、長期的な視野

を持って計画的な土地利用を図り、地震や津波に強い都市構造の構築を目指す。 

 そのためには、地域単位でそれぞれ長期のグランドデザインをイメージし、想定

される複数の災害に対して明確な都市づくりの方向性を市民と連携して共有する。 

 

①地震に関する方針 

・地震動や液状化、火災に強い建物・住まいづくりを促進する。 

・公園等公共空地の確保や電線類の地中化等の都市基盤整備を推進し、安全な市街 

地の形成を図る。 

 

②津波に関する方針 

（L1 津波への対策） 

・海岸堤防などの構築物を整備、耐震化等を推進し、津波の内陸への侵入を防ぐ。 

・狭あい道路の解消を図り、安全な避難路・避難経路を確保する。 

（L2 津波への対策） 

・住民避難を柱とした多重防御（津波避難経路や津波避難施設の整備推進）を講じ 

ることにより何としても人命を守る。 

・津波浸水想定区域については、敷地のかさ上げ、基礎構造への一定の基準を定め 

るなど土地利用規制・建築制限に関する施策を検討する。 

・長期的な視点による緩やかな移転誘導の方策を検討する。 

 

（４）立地適正化に関する方針 

  本市では、令和 2 年 3 月、改定版都市計画マスタープランで掲げる多極ネットワ

ーク型のコンパクトシティを推進するため、「田原市立地適正化計画」を策定した。 

これにより、居住を含め都市の活動を各拠点に誘導して都市機能の維持を図ると

ともに、公共施設の最適化などに取り組んでいる。 
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4-3 警戒避難体制の考え方【R2-3 改訂で見直しは行っていない。】 
 浸水想定区域においては、津波に対する警戒避難体制の整備とその取組が将来にわ

たり求められている。 

 本市では、田原市地域防災計画に情報の収集・伝達、避難場所・避難経路、避難訓

練等といった基本的事項を定め、併せて津波避難計画（地区津波避難マップ）を作成

している。 

 

【警戒避難体制の整備に関して定める基本事項】 

（１）避難路、津波避難施設（緊急避難場所） 

 住民一人ひとりが津波避難場所、避難路、避難の方法等を把握して津波避難を

円滑に行うとともに、既に指定・設定した津波避難場所等の機能維持・向上に努

める。 

 

（２）情報伝達手段の確保 

 住民への確実かつ迅速な情報伝達手段を確保するため、地域の実情に応じ、各

情報伝達手段の特徴を踏まえて、複数の手段を有機的に組み合わせ、災害に強い

総合的な情報伝達システムを構築する。 

 

（３）津波対策の教育・啓発 

 津波に関する基礎知識、応急対応、避難路等について啓発活動を行うとともに、

地域住民に対し津波に関する知識の普及に努める。 

 

（４）津波避難訓練の実施 

 自主防災会、社会福祉施設、学校、医療施設、消防団に加えて、漁業協同組合・

港湾管理者、海岸付近の観光施設・宿泊施設、サーファー、ボランティア組織等

の参画を得た地域ぐるみの実施体制の確立を図り、円滑な避難と津波対策の問題

点を検証するため、継続的な津波避難訓練の実施に努める。 
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第５章 推進施策 

 

5-1 推進施策の対象区域【R2-3改訂で見直しは行っていない。】 
 推進施策の対象区域については、次のとおりとする。 

 

表 5-1 推進施策の対象区域 

対象区域の区分 
区域 

略称 内容 

推進計画全域 
第 1 章「1-7 推進計画の区域」で示したとおり、市域の
全域 

市域 

推進計画一部
区域 

津波防災地域づくり法に基づき、愛知県知事が平成 26
年11月に公表したL2津波による津波浸水想定区域及び
津波避難対象区域 

津波避難対象区域 
■  ■ 

（図 5-1） 

L1 浸水 
平成 26 年 5 月公表の愛知県東海地震・東南海地震・南
海地震等被害予測調査結果に基づく過去地震最大モデ
ルの津波（L1 津波）による津波浸水想定区域 

 
■ 

（図 5-2） 

L2 浸水 L2 津波による津波浸水想定区域 
0.01～0.3～1～ 

■   ■ ■ 
（図 5-3） 

L2 浸水 
・30cm 以上 

L2 津波による津波浸水想定区域で、農業用燃料タンク
の流出が懸念される浸水部下 30cm 以上の区域 

0.01～0.3～1～ 
■ ■ 
（図 5-3） 

L2 浸水 
・1ｍ未満 

L2 津波による津波浸水想定区域で、津波に巻き込まれ
た場合、ほとんどの人が亡くなり、また、木造住宅の約
1 割が全壊する浸水深 1ｍ以上を除いた浸水想定区域 

0.01～0.3～1 
■   ■  

（図 5-3） 

※愛知県知事は令和元年 7 月 30 日、津波防災地域づくり法に基づき、津波災害警戒

区域を指定・基準水位を公示した。本区域は津波浸水想定と同じ区域となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 田原市防災マップ（津波避難対象区域） 
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5-2 推進施策（アクション） 
 津波防災地域づくり法第 10 条第 3 項第 3 号に規定する津波防災地域づくりの推進

のために行う事業及び事務のほか、法律上に記載はないが本計画の目標や基本方針に

基づく津波防災地域づくりの推進のために行う事業及び事務について、次のとおり推

進施策（アクション）を整理する。【令和 2-3 年度改訂で再設定】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5-3 L2 津波の浸水想定区域 

図 5-2 L1 津波の浸水想定区域 

【法律上の該当】 
  津波防災地域づくり法第 10 条第 3 項第 3 号「津波防災地域づくりの推進のために行う事業又は事務に 

関する事項」 

 イ 海岸保全施設、港湾施設、漁港施設及び河川管理施設等に係る施設の整備に関する事項 

ロ 津波防護施設の整備に関する事項 

ハ 一団地の津波防災拠点市街地形成施設の整備に関する事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業 

その他の市街地の整備のための事業に関する事項 

ニ 避難路、避難施設、地域防災拠点施設等、円滑な避難確保のための施設の整備に関する事項 

ホ 集団移転促進事業に関する事項 

ヘ 地籍調査の実施に関する事項 

ト 民間資金、経営能力及び技術的能力の活用の促進 

チ その他（法律上記載なし） 上記イ～トに該当しないもの 

【目標達成時期】 

  ■・・・計画期間内に完了する施策   ■・・・維持･継続する施策 

【短期終了時点】 
完了    …期間内に完了した施策 

完了（継続）…期間内に完了した施策のうち、今後も必要に応じて計画・マニュアル等の見直しを行って 

いく施策 

継続    …期間内に完了していない施策 
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Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

基本事業Ⅰ－① 

建築物等の耐震化の推進 

 災害発生時に自らの身を守り、迅速かつ確実な避難行動がとれるよう、住宅の耐震

化や家具等の転倒防止を促進するとともに、自力避難困難者入所施設や学校施設の非

構造部材の耐震化を図るなど、建築物等の耐震化を推進する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)住宅の耐震化の促進 耐震性のある住宅割合 67% 

 

継続 

 

   
推進計画

全域 
○ 市）建築課 ニ 

2)ブロック塀の地震対

策の促進（市民） 
解体撤去又は生垣等への改修件数 － 継続    

推進計画

全域 
○ 市）建築課 ニ 

3)災害時に協定福祉避

難所となる社会福祉

施設の耐震化の促進 

耐震性のある建築物の割合 

全 14 棟 
100% 完了    

推進計画

全域 
○ 

市）地域福

祉課 
ニ 

4)公立認定こども園の

園舎の耐震化の推進 

園舎の耐震化率 

公立認定こども園 17 園 
100% 完了    

推進計画

全域 
－ 

市）子育て

支援課 
ニ 

5)小中学校の校舎・体

育館等の耐震化の推

進 

小中学校の校舎・体育館等の耐震化

率 

小中学校 22 校 

100% 完了    
推進計画

全域 
－ 

市）教育総

務課 
ニ 

6)小中学校の非構造部

材の耐震化の推進 

落下防止対策整備率 

 つり天井対策／体育館 8 棟・武道

場 3 棟 

 他の非構造部材／体育館 22 か所 

100% 完了    
推進計画

全域 
－ 

市）教育総

務課 
ニ 

7)小中学校の校舎・体

育館等の長寿命化対

策の推進 

小中学校の校舎・体育館等の長寿命

化改修等 

11 施設（R3～R7 年度） 

－ 継続    
推進計画

全域 
－ 

市）教育総

務課 
ニ 

8)社会教育施設の長寿

命化対策の推進 

社会教育施設の長寿命化改修等 

29 施設（R3～R7 年度） 
－ 継続    

推進計画

全域 
－ 

市）生涯学

習課・文化

財課・図書

館 

ニ 

9)公立認定こども園・

小中学校のガラス飛

散防止フィルムの整

備の推進 

ガラス飛散防止フィルム整備率 

公立認定こども園 17 園 
100% 完了    

推進計画

全域 
－ 

市）子育て

支援課 
ニ 

ガラス飛散防止フィルム整備率 

小学校 18 校 中学校 4 校 
100% 完了    

推進計画

全域 
－ 

市）教育総

務課 
ニ 

10)地区集会所等の耐

震改修の促進 

地区集会所等耐震改修補助金 

対象施設 3 か所（木造） 
－ 継続    

推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課・総務

課 

ト 

11)啓発活動及び耐震

診断ローラー作戦の

実施 

出前講座、防災講演会等の開催や耐

震診断ローラー作戦の実施による

診断申込数 

－ 継続    
推進計画

全域 
○ 

市）建築課 

・防災対策

課 

ニ 

12)簡易耐震対策支援 

の推進 

簡易耐震対策助成事業（簡易補強・

屋根軽量化・防災ベッド）の推進  

整備数 

－ 継続    
推進計画

全域 
○ 市）建築課 ニ 

13)人にやさしい住宅

リフォーム事業の

実施 

高齢者・障がい者世帯等へ防災ベッ

ド、防災シェルター等の整備 

整備数 

－ 継続    
推進計画

全域 
○ 

市）高齢福

祉課・地域

福祉課 

ニ 
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基本事業Ⅰ－② 

日頃の津波避難訓練や防災教育の実施 

 地域の防災力の向上は、市民一人ひとりの防災知識の向上が鍵である。平常時から

個人毎に防災情報の取得に対して幅広い視野で取り組み、地域において防災情報の共

有・活用及び防災教育・訓練等を体系的に推進する。また、津波浸水想定区域内に居

住する住民においては、津波に関する基礎知識、応急対策、避難路等に関する啓発活

動を推進する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)津波災害警戒区域・

特別警戒区域の指定

を見据えた検討 

市内の津波災害警戒区域・特別警戒

区域の指定を見据えた検討・研究会

等の開催 

－ 

【R1.7.30／愛知県知事が 

津波災害警戒区域を指定】 

継続 

   L2 浸水 － 

県）建設局 

市）防災対

策課 

チ 

2)津波危険地域・避難

対象地域の指定（市） 
避難対象地域の指定 100% 完了（継続）    

推進計画

一部区域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

3)津波避難計画策定の

推進（市） 
津波避難計画の策定 100% 完了（継続）    

推進計画

一部区域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

4)地区レベルの津波避

難計画作 成の促進

（自主防災会） 

津波避難計画の作成 100% 完了（継続）    
推進計画

一部区域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

5)津波ハザードマップ

の整備の推進 

津波ハザードマップ（外国語版を含

む）、防災・減災お役立ちガイドブ

ックの策定 

100% 完了（継続）    L2 浸水  
市）防災対

策課 
チ 

6)津波避難訓練の拡

充・強化（市民・自

主防災会） 

津波浸水想定区域内の自主防災会

による津波避難訓練の実施率 
100% 継続    

推進計画

一部区域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

7)津波浸水想定と津波

避難方法の周知・啓

発（自主防災会等） 

津波浸水想定や避難方法を含む出

前講座の実施率 

年 24 回実施 

100% 継続    
推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

8)消防団の津波避難行

動マニュ アルの整

備・周知 

津波避難行動マニュアルの策定率 100% 完了（継続）    L2 浸水 － 市）消防課 チ 

9)要配慮者利用施設の

津波避難行動マニュ

アルの整備の促進 

津波避難行動マニュアルの策定率 100% 継続    L2 浸水 ○ 

市）地域福

祉課・高齢

福祉課 

チ 

10)社会福祉施設の津

波 避 難 訓 練 の 拡

充・強化 

津波浸水想定区域内にある社会福

祉施設の津波避難行動マニュアル

の見直し、津波避難訓練の実施率 

市内 4 施設 

100% 継続    
推進計画

一部区域 
○ 

市）地域福

祉課・高齢

福祉課 

チ 

11)公立認定こども園

の津波避難行動マ

ニュアルの策定 

津波避難行動マニュアルの策定率 100% 完了（継続）    
推進計画

一部区域 
－ 

市）子育て

支援課 
チ 

12)小中学校の津波避

難行動マニュアル

の見直し 

津波避難行動マニュアルの見直し

率 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 

市）学校教

育課 
チ 

13)小中学校の防災教

育 の カ リ キ ュ ラ

ム・教材の作成 

発達段階に合わせたカリキュラム

の作成率 

防災マップ等を活用した学習 

100% 完了（継続）    
推進計画

全域 
－ 

市）学校教

育課 
チ 

14) 公 立 認 定こ ど も

園・小中学校の津波

防災に係る講話等、

避難訓練の充実・強

化 

子ども防災教室の実施率 

津波避難訓練実施率 

 公立認定こども園 17 園 

 小学校 18 校  中学校 4 校 

100% 完了（継続）    
推進計画

一部区域 
－ 

市）子育て

支援課・学

校教育課 

チ 

15)市立専門学校の津

波防災に係る研修

会・避難訓練の充

実・強化 

地震避難訓練時に津波防災に関す

る研修を追加 
100% 完了    

推進計画

一部区域 
－ 

市）旧田原

福祉専門学

校 

（R3.4 民営化）

チ 

16)公共施設の津波避

難行動マニュアル

の策定 

津波避難行動マニュアルの策定率 100% 完了（継続）    
推進計画

一部区域 
－ 

市）生涯学

習課 
チ 

17)津波関連標識の設

置（市民・自主防災

会） 

津波関連標識の設置 100% 完了    
推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
ニ 
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対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

18)津波関連標識（避難

場所案内・標高等）

の設置 

津波関連標識等の設置 

 海抜標識 

 津波避難標識 

 避難誘導標識 

 津波セーフティライン 

100% 完了（継続）    
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
ニ 

19)津波関連標識（標

高）の設置 

津波関連標識設置数 

 海抜標示 129 か所 

 赤羽根漁港の情報提供施設 1 か所 

100% 継続    
推進計画

全域 
－ 

県）都市・

交通局 
ニ 

20)観光客の避難誘導

方法の検討 

主な観光施設等（菜の花ガーデン、

恋路ヶ浜、ロングビーチ等）におけ

る避難誘導看板の設置、情報伝達シ

ステムの構築 

100% 完了（継続）    
推進計画

一部区域 
○ 

市）防災対

策課・商工

観光課 

チ 

21)徒歩帰宅支援ルー

トマップの作成 

（帰宅困難者対策） 

臨海地区就業者を対象とした災害

時徒歩帰宅支援ルートマップの作

成 

100% 完了（継続）    
推進計画

一部区域 
○ 

市）防災対

策課・企業

立地推進室 

チ 

22)観光パンフレット

等の作成 

観光パンフレット等に防災情報の

記載 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 

市）商工観

光課・防災

対策課 

チ 

23)避難案内表示の設

置促進 

民間の集客施設やバス停等への避

難案内表示の整備 
100% 継続    L2 浸水 ○ 

市）街づく

り推進課・

商 工 観 光

課・防災対

策課 

チ 

市コミュニティバスバス停への避

難案内表示の整備率 

対象 10 か所 

100% 完了（継続）    L2 浸水 － 

市）街づく

り推進課・

防災対策課 

チ 

24)高齢者の体力維持

の推進 

高齢者の運動教室の開催及び防災

知識の普及 
－ 継続    

推進計画

全域 
○ 

市）高齢福

祉課 
チ 
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基本事業Ⅰ－③ 

多様な情報収集・伝達手段の確保 

 災害対応について的確に判断するためには情報収集が不可欠であり、民間企業、報

道機関、地域住民等からの情報等、様々な災害関連情報が入手できるよう収集体制の

強化を図る。また、市民等への重要な情報の伝達方法として、同報無線、デジタル無

線、衛星携帯電話、メール等、多様な手段を用いて確実に情報を伝達する体制を構築

する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

30

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)緊急情報伝達手段の

強化 

津波警報等緊急情報の伝達手段の

多重化・多様化 

（防災行政無線、J-ALERT、緊急速 

報メール・安心安全ほっとメール 

・防災ラジオ等） 

100% 完了（継続）    
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

2)防災情報伝達手段の

強化 

（赤色回転灯付き防 

災行政無線屋外子局）

津波警報等を伝達する区域の屋外

子局の整備率 

海岸付近 36 基 

100% 完了    L2 浸水 － 
市）防災対

策課 
チ 

3)ハイブリッド防災ラ

ジオの検討 

マルチメディア放送を活用したハ

イブリッド防災ラジオの検討 
100% 

【事業統合】 

〔I-③1）緊急情報伝達

手段の強化〕 

   
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

4)緊急情報放送の活用 

緊急情報放送の導入 

 CATV 

コミュニティ FM の検討 

100% 継続    
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

5)携帯電話メール（緊

急速報メール）の活

用 

携帯 4 社(NTT ドコモ、Softbank、au、

楽天)との契約 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

6)防災カメラ・津波監

視カメラの整備、冗

長性の確保 

防災カメラ 全 11 基 

津波監視カメラ 1 基 

整備率、無線化整備率 

100% 完了    
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

7)障害者に対する災害

時等情報伝達の強化 
視覚・聴覚障害者の把握率 100% 完了（継続）    L2 浸水 － 

市）地域福

祉課 
チ 

8)公立認定こども園・

幼稚園（認定こども

園）・小中学校の災害

情報の提供体制の整

備 

災害伝言ダイヤル 171 の保護者への

周知率 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 

市）子育て

支援課・学

校教育課 

チ 
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基本事業Ⅰ－④ 

津波避難体制の確立 

 津波到達前に確実に避難できるよう、地域特性に合わせた避難体制の整備を図る。

また、自力での避難が困難である要配慮者の避難支援については、個々の要配慮者の

態様に合わせた津波避難支援体制を整備する必要があることから、避難行動要支援者

に関する情報を平常時のうちから自主防災組織等の近隣住民と共有するなど応援協

力体制を確保する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)避難行動要支援者支

援名簿、個別計画の

作成等 

災害時避難行動要支援者名簿への

登録促進 

個別計画の作成 

－ 継続    
推進計画

全域 
○ 

市）地域福

祉課・高齢

福祉課・防

災対策課 

チ 

2)津波災害警戒区域に

おける津波避難体制

（警戒避難体制）の

整備 

ライフジャケットの有償配付 － 継続    L2 浸水 ○ 
市）防災対

策課 
チ 

3)地域ルール及び避難

方法の検討 

避難方法の協議の場を設置 

自動車・自転車での避難方法の検討 
100% 継続    L2 浸水 ○ 

市）防災対

策課 
チ 

4)避難指示等の判断基

準の見直し 
避難指示等の判断基準の見直し 100% 完了（継続）    

推進計画

一部区域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

 

 

基本事業Ⅰ－⑤ 

安全な避難空間の確保 

 津波避難に時間がない地区の住民が安全に退避できるよう、公共施設や民間施設等

を緊急的・一時的な避難場所として利用する津波避難施設の指定や、高台が近くに存

在しない地区では津波避難場所の整備を行うことで空白地域の解消を図る。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)津波避難場所（マウ

ンド・タワー等）の

整備の推進 

避難困難地域内人口の津波避難場

所の確保率 

100% 完了【堀切地区】    L2 浸水 － 
市）防災対

策課 
ニ 

100% 継続【小中山地区】    L2 浸水 － 
市）防災対

策課 
ニ 

2)臨海地区就業者の避

難場所（笠山農村広

場）の整備 

臨海地区就業人口の津波避難場所

の確保率 

避難可能人口／臨海地区就業人口 

100% 完了    
推進計画

全域 
○ 

市 ） 農 政

課・防災対

策課 

ニ 

3)一時避難場所・津波

避難施設（ビル等）

の指定 

一時避難場所・津波避難施設の指定

率 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
ニ 

4)公立認定こども園の

津波避難場所の確保 
公立認定こども園（第一・泉） 100% 完了    

推進計画

全域 
○ 

市）子育て

支援課 
ニ 

5)集会所耐震改修事業

費補助の見直し 

耐浪化対策を追加した補助金交付

要綱の見直し 
100% 

【事業統合】 

〔I-①10)地区集会所

等の耐震改修の促進〕 

   L2 浸水 ○ 

市）防災対

策課・総務

課 

ト 
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基本事業Ⅰ－⑥ 

最短でつなぐ、安全な避難路・避難経路の確保 

 短時間で津波の到達が懸念される地域では、住民等との協働により、安全により早

く避難できる避難経路を確保する。また、避難路については、十分な幅員及び沿道建

築物の耐震性の確保を行い、安全な避難路の整備を推進する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)海岸保全施設への津

波避難階段等の設置

の促進（遠州灘沿岸） 

海岸保全施設への 階段設置の検

討・要望（要望先：県建設局） 
－ 継続    L2 浸水 － 

市）維持管

理課・防災

対策課 

ニ 

2)海岸段丘への津波避

難階段等の設置の促

進（遠州灘沿岸） 

海岸段丘への階段等設置の検討・要

望（要望先：県農林基盤局） 
－ 完了（継続）    L2 浸水 － 

市 ） 農 政

課・街づく

り推進課・

防災対策課 

ニ 

3)橋梁の耐震化の推進

（市管理） 

沿岸部から津波避難場所等へのル

ート上の橋梁落橋防止対策済みの

割合（計画 26 橋） 

100% 完了    L2 浸水 － 
市）維持管

理課 
ニ 

4)下水道マンホール浮

上防止対策の推進 

浮上対策が必要なマンホール数 

 対象 210 か所 
50% 継続    

推進計画

全域 
－ 

市）下水道

課 
ニ 

5)夜間避難のための照

明対策等の推進 

夜間照明の整備 

蓄光式津波避難看板整備 
100% 完了    L2 浸水 － 

市）防災対

策課 
ニ 

6)避難路・避難経路と

しての道路新設改良

の推進 

狭あい道路の解消等 

新設改良道路の整備 
－ 継続    L2 浸水 － 

市 ） 建 設

課・維持管

理課 

ニ 

7)通行障害建築物の耐

震化の促進 
県と連携して耐震化を図る － 継続    

推進計画

全域 
○ 市）建築課 ニ 

 

 

基本事業Ⅰ－⑦ 

孤立地域等の避難者の救出救援体制の確立 

 津波や土砂災害により孤立した避難者に対応するため、支援物資の輸送や重傷者の

搬送等に有効なヘリコプターの離着陸が可能な場所、孤立地域との相互通信が可能な

設備、孤立が解消するまでの期間に必要な食料等を確保する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)ヘリポートの離着陸

適地の選定 

ヘリコプター離着陸可能場所 

18 か所 
100% 継続    

推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

2)津波避難施設におけ

る通信手段の確保 

孤立が懸念される津波避難施設へ

の衛星携帯電話・非常用発電機等の

設置率 

海上交通センター、中山小等 

100% 継続    L2 浸水 － 
市）防災対

策課 
チ 

3)津波避難施設におけ

る非常食等の確保 
津波避難施設等への非常食配備率 100% 継続    L2 浸水 － 

市）防災対

策課 
チ 

4)臨海部企業の帰宅困

難者への非常食等の

確保の促進 

非常食配備済事務所の割合 100% 継続    
推進計画

一部区域 
○ 

市）企業立

地推進室 
チ 

5)避難生活に必要とな

る食料等生活必需物

資の備蓄 

備蓄品の確保率 

備蓄食糧 160,000 食 

備蓄飲料水 22,000ℓ 

100% 完了（継続）    
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 
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Ⅱ 津波災害に強い都市構造の構築 

基本事業Ⅱ－① 

津波浸水被害の軽減 

 津波による浸水を軽減し人命や財産を守るため、海岸堤防等の耐震対策及び整備、

水門、陸閘等の統廃合、自動化・遠隔操作化等の促進を行う。また、津波エネルギー

の減衰効果等が期待される海岸防災林の整備を促進する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)海岸堤防の津波対策

の整備（県管理） 

津波浸水防止のための耐震化・老朽

化対策の整備 

建設海岸堤防の耐震化 約 5km 

建設海岸堤防の補強・補修 約 1km 

漁港区域内 0.4km 

100% 継続    L1 浸水 － 

県）建設局、

都市・交通

局 

イ 

嵩上げが必要な海岸堤防の整備要

望（要望先：県建設局） 
－ 継続    L1 浸水 － 

市）維持管

理課 
イ 

粘り強い構造への改良が必要な海

岸堤防の整備要望 

（要望先：県建設局） 

－ 継続    L1 浸水 － 
市）維持管

理課 
イ 

2)海岸堤防の津波対策

の整備（市管理） 

津波浸水防止のための耐震化・粘り

強い構造への強化等の整備 

伊川津漁港海岸区域内 0.5km 

－ 継続    L1 浸水 － 
市）維持管

理課 
イ 

3)河川堤防の津波対策

の整備（県管理） 

津波浸水防止のための耐震化・老朽

化対策の整備 

 2 級河川 約 5km 

100% 継続    L1 浸水 － 県）建設局 イ 

嵩上げが必要な河川堤防の整備要

望（要望先：県建設局） 
－ 継続    L1 浸水 － 市）建設課 イ 

粘り強い構造への改良が必要な河

川堤防の整備要望 

（要望先：県建設局） 

－ 継続    L1 浸水 － 市）建設課 イ 

4)津波到達までに閉鎖

可能な津波対策施設  

（樋門）の整備 

自動化・遠隔操作等が必要な樋門・

陸閘の整備 

 河川 3 施設、海岸 4 施設、港湾 1

施設 

100% 継続    L1 浸水 － 

県）建設局 

市）維持管

理課 

イ 

5)漁港施設の津波対策

の整備（県管理） 

津波浸水防止のための耐震化・粘り

強い構造への強化等の整備 

赤羽根漁港 

100% 継続    L1 浸水 － 
県）都市・

交通局 
イ 

6)海岸防災林の整備 
海岸防災林となる抵抗性松等の植

栽（堀切・西ノ浜） 
－ 継続    L2 浸水 － 

県）農林基

盤局 
イ 

7)既存道路等を活用し

た津波防護機能を有

した施設の整備の推

進 

津波防護機能を有する施設の整備 

県道城下田原線の整備の検討 

堀切地区周辺の緑の防潮堤、道路 

等嵩上げの複合整備の検討 

－ 継続    L1 浸水 － 県）建設局 イ 

8)漂流物対策の整備 貨物の流出防災対策の検討 － 継続    L2 浸水 － 
県）都市・

交通局 
ロ 

9)農業用燃料タンクの

耐震化・耐浪化の促

進 

津波災害警戒区域内の耐浪性のあ

る農業用燃料タンク（対象 1,701 本）

の整備補助制度創設の検討・要望 

（要望先：国農林水産省、県農林基 

盤局） 

－ 継続    

L2 浸水 

・30cm 以

上 

○ 市）農政課 ロ 

10)道路整備計画等の

策定 
道路整備計画等の策定 100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 市）建設課 チ 
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基本事業Ⅱ－② 

津波浸水想定区域における施設立地の制限等 

 津波被害に強い都市構造の構築を図るため、津波浸水想定区域における施設立地の

制限等を検討する。また、家屋・事務所等の新築・建替え時において、敷地の嵩上げ、

基礎構造への一定の基準を定める等、安全対策についても検討する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)宅地・建物（家屋・

事業所）等の地盤嵩

上げ・RC 化・ピロテ

ィ化の促進 

宅地・建物（家屋・事業所）等の地

盤嵩上げ・RC 化・ピロティ化促進の

検討 

－ 継続    
L2 浸水 

・1m 未満 
○ 

市）街づく

り推進課・

建築課 

ト 

2)避難所となる公共施

設の見直し 

津波災害警戒区域内の避難所に対

する見直しの割合 
100% 完了（継続）    L2 浸水 － 

市）防災対

策課 
チ 

3)災害時要配慮者施設

（福祉施設）の再配

置の促進 

津波災害警戒区域内の福祉施設に

対する再配置施設数の割合 

区域内 5 施設 

－ 継続    L2 浸水 － 

市）地域福

祉課・高齢

福祉課 

チ 

4)公立認定こども園の

移設等の推進 

津波災害警戒区域内の公立認定こ

ども園の移設等の検討 

区域内 2 園 

－ 継続    L2 浸水 － 
市）子育て

支援課 
チ 

5)小中学校の移設等の

推進 

津波災害警戒区域内の小中学校の

移設等の検討 

区域内 1 校／泉中学校 

100% 完了    L2 浸水 － 
市）教育総

務課 
チ 

6)長期的な視点による

緩やかな移転誘導の

方策の検討 

津波災害警戒区域内の住宅の長期

的な視点による緩やかな移転誘導

の方策の検討 

－ 継続    L2 浸水 ○ 

市）街づく

り推進課・

防災対策課 

ハ 

ト 

チ 

 

 

基本事業Ⅱ－③ 

防災拠点施設の機能の確保 

 被災時に救援活動等を円滑に実施するため、防災拠点施設の整備を図るとともに、

浸水対策活動に必要な防災資機材を確保する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)津波災害警戒区域外

への消防団車庫・詰

所の移転の推進 

津波災害警戒区域外への移転割合 

 福江分団 3 号車・伊良湖岬分団 

 2 号車 

100% 完了    L2 浸水 － 市）消防課 チ 

2)消防団への津波対策

関連資機材の確保 

津波対策関連資機材の整備率 

 10 分団 25 車両 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 市）消防課 チ 

3)福祉避難所等におけ

る停電時（非常用発

電機）の対応強化 

非常用発電機（可搬型を含む）を整

備する施設数 
100% 完了    

推進計画

全域 
○ 

市 ) 地 域 福

祉課 
チ 

4)防災活動拠点の機能

強化の推進 
消防署、赤羽根分署、渥美分署 100% 継続    

推進計画

全域 
－ 市）消防署 チ 
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基本事業Ⅱ－④ 

重要幹線（道路）の啓開復旧及び防災機能の強化 

 地震発生後における早期の緊急輸送道路を確保するため、災害復旧時に要となる主

要道路等の防災機能の強化を図るとともに、被災時に優先して啓開すべき防災拠点と

そこに至るルート、啓開作業手順等を定めた計画を策定する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)道路啓開体制の整

備・強化 

道路啓開計画の策定等必要な体制

の整備 
100% 継続    

推進計画

全域 
－ 

県）建設局 

市）維持管

理課 

チ 

2)緊急輸送道路等の橋

梁の地震対策の推進

（県管理） 

緊急輸送道路等における重要な橋

梁について橋梁本体の耐震補強を

整備（対象 3 橋） 

100% 継続    
推進計画

全域 
－ 

県）建設局、

都市・交通

局 

チ 

3)市内主要道路の橋梁

の耐震化の推進 

（市管理） 

市内の主要道路における橋梁につ

いて調査及び耐震補強整備を推進 
－ 継続    

推進計画

全域 
－ 

市）維持管

理課 
チ 

4)地域幹線道路の整備

の促進 

国道 259 号、国道 42 号、主要地方

道豊橋渥美線を都市間連携軸とし

て位置付け、都市間の交通改善を図

るため、既存道路の改良、整備を要

望（要望先：県建設局） 

－ 継続    
推進計画

全域 
－ 市）建設課 チ 

5)渥美半島道路、渥美

半島縦貫道路等の整

備の促進 

渥美半島道路、渥美半島縦貫道路等

の整備について要望 

（要望先：国・県建設局） 

－ 継続    
推進計画

全域 
－ 市）建設課 チ 

 

 

基本事業Ⅱ－⑤ 

ライフライン関係機関による早期復旧の確保及び防災機能の強化 

 被災後においても日常生活が維持できるよう、上下水道、工業用水道、電気、ガス、

電話等のライフライン関連施設の耐浪性の確保を図るとともに、系統多重化、拠点の

分散、代替施設の整備等による代替性の確保等機能強化を図る。また、破損したライ

フラインの早期復旧のため、ライフライン事業者等との連携強化を図る。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)下水道施設における

津波対策の強化の推

進 

該当施設の津波対策率 

（農業集落排水を含む） 
100% 継続    L2 浸水 － 

市）下水道

課 
チ 

2)ライフライン事業者

等との連絡体制の確

立 

連絡体制の確認（年 1 回） 100% 継続    
推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

3)水道施設における津

波対策の整備の推進 
該当施設の移設等の検討 100% 継続    L2 浸水 － 市）水道課 チ 

4)下水道 BCP の策定 下水道 BCP 策定率 100% 継続    
推進計画

全域 
－ 

市）下水道

課 
チ 
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基本事業Ⅱ－⑥ 

津波湛水の早期解消の確保 

 浸水した海水をいち早く排除するため、排水機場等の耐震化・耐浪化を図る。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)農業用施設（排水機

場）の耐震化等の推

進 

耐震化等整備率（対象 24 か所） 13% 継続    L2 浸水 － 

県）農林基

盤局 

市）農政課 

土地改良区 

チ 

2)排水機場施設の耐震

化等の推進 
要対策施設の整備率 100% 継続    L2 浸水 － 

市）下水道

課 
チ 

 

  



- 76 - 

Ⅲ 災害に強い組織・人材の育成 

基本事業Ⅲ－① 

地域防災力の強化 

 自主防災会の活動を効果的に実践するため、防災リーダーの養成を始めとする地域

コミュニティ団体による地域防災力の強化を図る。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)防災リーダーの養成 
防災カレッジ、防災リーダー研修の

等の実施 
100% 継続    

推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

2)救命講習の推進 救命講習の実施 100% 継続    
推進計画

全域 
○ 市）消防署 チ 

3)自主防災施設等の整

備支援 

自主防災会への防災設備整備に対

する支援 
100% 継続    

推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

4)地域コミュニティ団

体による防災活動の

推進 

地域コミュニティ連合会・コミュニ

ティ協議会等による防災研修 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

5)自主防災会重点支援

地区活動の実施 

地区を指定した防災・減災活動の重

点支援 
100% 継続    

推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

6)消防団員の確保 

消防団員の処遇改善や、活動の見直

し、消防団応援事業所制度等によ

り、更に魅力ある消防団づくりを推

進 

基本団員割合 

100% 継続    
推進計画

全域 
○ 市)消防課 チ 

7)消防団員の DNA 採

取・保管 

最悪の事態を想定し、身元確認に活

用する消防団員の DNA 採取・保管率

（対象 3 分団の団員） 

100% 

【事業廃止】 

〔団員活動方針の決定、 

詰所移転完了〕 

   L2 浸水 ○ 市)消防課 チ 

 

 

基本事業Ⅲ－② 

災害対策本部・職員体制の強化 

 津波に対して初動・応急期の行政機能を維持・継続できるよう、震災発生時に限ら

れた資源を効率的に活用し、市民・事業者の生命・生活・財産を守り、社会的機能の

復旧を図るため、業務継続計画に基づく災害対策本部機能、防災拠点施設などの早期

機能回復と職員訓練を実施する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)業務継続計画（地震

津波対策編）の策定 
業務継続計画策定 100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

2)災害時の対応訓練の

実施（津波含む） 
本部運営訓練の実施 100% 継続    

推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

3)災害対策本部マニュ

アル等の見直し 

本部マニュアル、避難所マニュア

ル、タイムライン等各種防災マニュ

アルの見直し 

100% 完了（継続）    
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

4)防災研修の開催 職員を対象とした防災研修の開催 100% 継続    
推進計画

全域 
－ 

市 ） 人 事

課・防災対

策課 

チ 
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基本事業Ⅲ－③ 

外部支援の積極的受入・活用 

 大規模な災害等が発生した場合において、速やかに災害応急活動等が実施できるよ

う、あらかじめ相互応援協定を締結する等の広域的な応援体制の整備を図る。また、

円滑な受入が可能となるよう、受援計画を策定する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)自衛隊、緊急消防援

助隊、広域緊急援助

隊の受入態勢の整備 

受入場所・施設の整備率 

 自衛隊 2 施設・警察 3 施設・消防

3 施設 

100% 完了    
推進計画

全域 
－ 

市）防災対

策課 
チ 

2)受援体制の整備 受援計画の策定 100% 完了（継続）    
推進計画

全域 
○ 

県）防災安

全局 

市）防災対

策課 

ト 

3)公共ふ頭の機能強化 
耐震強化岸壁の機能強化 

 田原ふ頭 2 号岸壁増深（-10.0m） 
100% 継続    

推進計画

全域 
－ 

県）都市・

交通局 
イ 

4)災害時における地域

モビリティの確保 

災害時における公共交通関係者等

との連携・協力体制の構築 
100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
○ 

市）街づく

り推進課・

防災対策課 

ト 

5)災害時における船舶

による輸送等に関す

る協定の締結 

物資や人員の輸送路を確保する上

で重要な海上輸送に関する協定の

締結 

100% 継続    
推進計画

全域 
○ 

市）企業立

地推進室・

防災対策課 

ト 

6)防災ボランティアコ

ーディネーターの養

成 

養成講座、フォローアップ講座、総

合防災訓練への参加 
100% 継続    

推進計画

全域 
○ 

市）防災対

策課 
チ 

 

 

基本事業Ⅲ－④ 

円滑な災害廃棄物等の処理体制の構築 

 大量の災害廃棄物等が発生することが予想されるため、仮置き場の候補地の選定や

他市町村と連携した処理体制を構築する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)災害廃棄物処理計画

の策定 
災害廃棄物処理計画の策定 100% 完了（継続）    

推進計画

全域 
－ 

市）廃棄物

対策課  
チ 
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基本事業Ⅲ－⑤ 

応急仮設住宅の早期確保 

 応急仮設住宅を迅速に供与するため、あらかじめ住宅建設に適する建設用地を選

定・確保する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)応急仮設住宅建設候

補地の選定 

被害想定に基づく応急仮設住宅建

設必要戸数に対する計画供給戸数

の割合 

100% 完了    
推進計画

全域 
－ 市）建築課 チ 

 

 

基本事業Ⅲ－⑥ 

事前復興計画の検討 

 被害の最小化を図るため、国土強靱化地域計画や都市計画マスタープランと整合性

を図りながら、復興対策の手順や復興まちづくりに関する基本方針を定めた事前復興

計画の策定を検討する。また、迅速な復旧対策を図るため、事前の地籍調査の推進や

官民境界基本調査を促進する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)事前復興計画策定の

検討 

事前復興まちづくり模擬訓練の実

施 
－ 継続    L2 浸水 － 

市）街づく

り推進課 
チ 

2)被災地域の迅速な復

旧対策を図る地籍調

査等の推進 

地籍調査の実施 － 継続    
推進計画

全域 
－ 市）建設課 ヘ 

都市部官民境界基本調査の推進 

（要望先：国国土交通省） 

1.45 

k ㎡ 
完了    

推進計画

全域 
－ 市）建設課 ヘ 
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基本事業Ⅲ－⑦ 

産業（商工業・農業・水産業）の早期復旧の強化 

 産業の継続的生産と早期復旧のため、事業所等の事業継続計画の策定を促進する。

また、被災後の復興支援について、支援制度等を検討する。 
対象区域：推進計画全域＝市域、推進計画一部区域＝津波避難対象区域、L1 浸水＝L1 津波浸水想定区域、L2 浸水＝L2 津波浸水想定区域 

アクション名 目標指標 

短中

期の

数値

目標 

短期終了時点 

（R2 年度末） 

目標達成時期 

対象 

区域 

実施主体 
法

律

該

当

号 

短

期 

5 

年 

中

期

10

年 

長

期

25

年 

自

助 

・ 

共

助 

公助 

（所管） 

1)中小・小規模事業者

に対する事業継続計

画策定の支援 

中小・小規模事業者に対する事業継

続計画策定の支援 
100% 継続    

推進計画

全域 
○ 

市 ) 商 工 観

光課 
ト 

2)除塩計画の策定 復旧計画の策定 100% 継続    L2 浸水 － 市）農政課 チ 

3)災害時の港関係者の

連携強化  
港機能継続計画の策定割合 100% 完了（継続）    

推進計画

一部区域 
－ 

県）都市・

交通局 
テ 

4)農業従事者の復興支

援の検討 
復興支援制度の策定 100% 継続    

推進計画

全域 
－ 市）農政課 ト 

5)水産事業者の復興支

援の検討 
復興支援制度の策定 100% 継続    

推進計画

全域 
－ 市）農政課 ト 

6)企業防災力の強化 
防災研修等の開催 

個別訓練・合同訓練の開催 
100% 継続    

推進計画

一部区域 
○ 

市）企業立

地推進室・

防災対策課 

チ 
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第６章 推進施策の進捗管理等 

 

6-1 推進施策の進捗管理【R2-3改訂で見直しは行っていない。】 
 第 5 章の推進施策について、施策の実施率や整備率等により進捗管理を行う。進捗

管理は毎年行うこととし、5 年毎に推進施策の成果の検証を行うこととする。 

 

6-2 今後の体制【R2-3 改訂で見直しは行っていない。】 
 5 年毎に行う推進施策の成果を検証するときや総合計画等の上位計画が改定・作成

されたときなどに、本計画の見直しについて検討する。 

 

 

 

  

計画の策定 

見直し 

推進施策 

の実施 

新規施策 

の検討等 

推進施策の 

進捗管理等 

図 6-1 本計画の PDCA サイクルのイメージ 
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添付資料 

 

計画策定の経過 

 

 田原市津波防災地域づくり推進協議会等における本計画の策定経過については、 

以下のとおりである。 

開催日 会議名等 主な協議事項等 

平成 27 年 8月 5日 
第 1 回田原市津波防災 

地域づくり推進協議会 

推進計画の策定について 

津波被害想定について 

これまでの津波対策について 

地域特性について 

脆弱性評価について 

平成27年 10月 26日 
第 2 回田原市津波防災 

地域づくり推進協議会 

地域の脆弱性の評価（案）について 

推進計画骨子（案）について 

平成27年 12月 24日 
（推進計画（素案）に 

対する意見照会） 
推進計画（素案）について 

平成 28 年 1月 29日 
第 3 回田原市津波防災 

地域づくり推進協議会 
推進計画（案）について 

平成 28 年 2月 15日 

～ 

平成 28 年 3月 15日 

パブリックコメント 推進計画（案） 

平成 28 年 4月 25日 

第 4 回田原市津波防災 

地域づくり推進協議会 

（書面開催） 

パブリックコメント結果報告 

推進計画（最終案） 

平成 28 年 5月 23日 計画策定 推進計画 
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田原市津波防災地域づくり推進協議会委員名簿 

 

任期：平成 27 年 8 月 5 日～平成 29 年 8 月 4 日 

                               （敬称略） 

 所属名 役職名 氏名 

会長 豊橋技術科学大学建築・都市システム学系 教授 浅野 純一郎 

委員 国土交通省中部地方整備局企画部広域計画課 課長 竹下 康則 

 （平成 28 年 4月 1日から）課長 森山 幸司 

委員 国土交通省中部地方整備局三河港湾事務所 所長 鈴木 信昭 

委員 愛知県東三河総局県民環境部 部長 浅田 和男 

 （平成 28 年 4月 1日から）部長 三輪 哲久 

委員 愛知県東三河農林水産事務所 所長 土方 英二 

 （平成 28 年 4月 1日から）所長 中村 直文 

委員 愛知県東三河建設事務所 所長 山口 豊 

委員 愛知県三河港務所 所長 佐守 真人 

委員 田原臨海企業懇話会 会長 山田 俊郎 

委員 田原市地域コミュニティ連合会 会長 鈴木 博 

 （平成 28 年 4月 20日から） 会長 村上 誠 

委員 堀切校区コミュニティ協議会 会長 髙瀬 勲 

 （平成 28 年 4月 1日から）会長 牛田 久美夫 

委員 伊良湖校区コミュニティ協議会 会長 小久保 忠廣 

 （平成 28 年 4月 1日から）会長 山本 晴樹 

委員 田原市社会福祉協議会 会長 豊田 慈證 

委員 中部電力株式会社渥美火力発電所 所長 押田 博樹 

委員 田原市 副市長 藤井 正剛 

 （平成 28 年 4月 1日から）副市長 鈴木 正直 

 

【事務局】 

  防災局（防災対策課）、都市整備部（街づくり推進課）、産業振興部 

（平成 28 年 3月 31日まで、消防本部（防災対策課）、都市建設部（街づくり推進課）、

産業振興部） 
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計画の沿革 

 

時期 内容 

平成 28 年 5月  田原市津波防災地域づくり推進計画（策定） 

令和 3 年 6月  短期期間の終了に伴う見直し（一部改訂） 
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